
　　　　　          主　　　　        　　文
１　被告ＡことＢは，原告に対し，１０６０万８１６１円及びこれに対する平成１
３年４月５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
２　原告の被告ＡことＢに対するその余の請求及び被告Ｃ株式会社に対する請求を
いずれも棄却する。
３　訴訟費用は，被告Ｃ株式会社に生じたものは原告の負担とし，その余の訴訟費
用については，これを５分し，その３を原告の負担とし，その余を被告ＡことＢの
負担とする。
４　この判決は，第１項につき，仮に執行することができる。
                　　事実及び理由
第１　請求
１　被告ＡことＢは，原告に対し，２５２７万９２６９円及びこれに対する平成１
３年４月５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
２  被告Ｃ株式会社は，原告に対し，２４５３万５６６９円及びこれに対する平成
１３年６月９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
第２　事案の概要
１　本件は，被告ＡことＢ（以下「被告Ｂ」という。）あるいは被告Ｃ株式会社
（以下「被告会社」という。）に雇用され稼働中，落下したパイル（鋼材）と作業
台との間に挟まれ，両足を骨折したとする原告が，被告らに対し，安全配慮義務違
反を理由とする損害賠償を求めるとともに，被告Ｂに対し，同人が原告のために代
理受領した労災保険給付のうち原告に渡していない分について不当利得返還を求め
る事案である。
２　争いのない事実
(1)　当事者等
ア　原告は，大韓民国籍の男性であり，Ｄ株式会社（以下「Ｄ」という。）の従業
員として，被告会社が建物を所有する愛知県海部郡Ｅ村所在の工場（以下「Ｅ工
場」という。）の一画で稼働していた。
イ　被告会社は，被告Ｂが代表者を務める，鋼材の加工及び販売を目的とする株式
会社であり，その本店所在地と被告Ｂが経営するＡの事業場の所在地は，いずれも
名古屋市熱田区ａ町ｂ丁目ｃ番ｄ号である。
ウ　Ｄは，Ｅ工場の一画で，自己所有のクレーン設備等を使用して，被告会社の下
請け等の仕事をしていたが，平成１１年９月１０日と同年１０月１０日に手形不渡
りを出して倒産した。
(2)　事故の発生等
ア　平成１１年１１月１０日午前８時３０分過ぎころ，原告がＥ工場において，倒
れてきたパイルと作業台との間に足を挟まれ，骨折の傷害を負った（以下「本件事
故」という。）。
イ　被告Ｂは，原告の本件事故について，原告の事業主として労災の申請手続をし
た。
(3)  後遺障害
原告は，本件事故後，社会保険中京病院（以下「中京病院」という。）及び医療法
人笠寺病院（以下「笠寺病院」という。）に入院，通院して治療を受け，平成１２
年１２月７日付けで症状固定と診断された。
(4)　労災保険給付
原告は，労災保険から，療養補償給付として７万７３５０円，休業補償給付として
２６９万２０３５円，障害補償一時金として４４８万６７２５円の給付を受けた。
(5)　被告Ｂの代理受領
被告Ｂは，津島労働基準監督署から，休業補償給付として２６９万２０３５円，休
業特別支給金として８９万７３４５円を原告のために代理受領し，そのうち２８４
万５７８０円を原告に引き渡した（更に３０万円を引き渡したかについては，当事
者間に争いがある。）。
(6)　原告の請求
原告は，被告Ｂに対し，平成１３年４月４日到達の内容証明郵便で，本件事故によ
る損害賠償金並びに被告Ｂが津島労働基準監督署から原告の休業補償給付２６９万
２０３５円，休業特別支給金８９万７３４５円を代理受領しながら，そのうち２８
４万５７８０円しか引き渡さず，７４万３６００円を原告に渡さなかったことによ
る不当利得金を支払うよう請求した。
３　争点



本件の主な争点は，(1)原告と被告らの雇用関係，(2)本件事故の態様，(3)被告らの
責任原因，(4)過失相殺の要否，(5)原告の損害額，(6)被告Ｂの不当利得の有無であ
る。
(1)　原告と被告らの雇用関係
ア　原告の主張
(ア)　被告Ｂは，Ｄが平成１１年９月１０日に手形不渡りを出し，事実上倒産した
ため，原告を直接雇い入れ，Ｅ工場で引き続き被告会社の仕事に従事させた。
被告Ｂが原告を直接雇い入れた経緯は以下のとおりである。
すなわち，Ｄが平成１１年９月１０日に手形不渡りを出し事実上倒産した当時，Ｄ
には３名の大韓民国人労働者（原告のほか，日本人名がＦ，Ｇ）と数人の日本人労
働者が働いていた。
被告Ｂは，自らが代表者を務める被告会社がＤに下請けに出していた仕事が，Ｄの
倒産によりストップしたため，原告を含む３名の大韓民国人労働者との間において
雇用契約を直接締結し，平成１１年９月２１日から，被告会社の仕事に従事させ
た。
被告Ｂと３名の大韓民国人労働者との間の雇用契約の締結交渉については，被告会
社の従業員であるＨと大韓民国人労働者３名の代表者であるＦとの間で行われた。
その際，Ｈは，「Ｄで働いていたときと同じ労働条件で，仕事の内容も従前と同
じ」という条件で，被告Ｂにおいて雇いたい旨の提案をなし，大韓民国人労働者３
名がその条件提示を受け入れたため，被告Ｂと大韓民国人労働者３名との間で，雇
用契約が締結されるに至った。なお，被告Ｂが大韓民国人労働者だけを雇用したの
は，大韓民国人労働者の方が日本人労働者よりも給料が安かったからである。
これに対し，被告Ｂは，「Ｄが不渡りを出した後も，Ｄの従業員は引き続きＤのヤ
ードでＤが受注した仕事を行っていた。」と主張し，原告との雇用関係を否定す
る。しかし，手形の不渡りを出して，代表者も行方不明となり，給料の支払がなさ
れるのか否かも分からないような状況において，Ｄの従業員が引き続きＤが受注し
ていた仕事を行っていたなどということはあり得ない。Ｄの従業員であった大韓民
国人労働者３名は，Ｄが倒産して途方にくれていたところ，被告Ｂが直接雇用して
給料を支払うことを約束してくれたので，それ以後は，被告Ｂの指示に従って，仕
事を続けることにしたというのが実態である。
被告Ｂは，大韓民国人労働者３名を雇用するに際し，クレーンの資格の有無や在留
資格について，原告に聞いたこともないし，それについて調査をしたこともなかっ
た。被告会社が所有する工場内においては，クレーンの無資格者やオーバーステイ
の外国人労働者が多数働いており，被告Ｂは，大韓民国人労働者３名にクレーンの
資格がないことや，彼らが皆オーバーステイであることを当然知っており，それを
承知の上で，大韓民国人労働者３名を雇用していた。原告は，観光ビザで日本に入
国したもので，被告Ｂに雇用された当時既にオーバーステイの状態にあった。
原告が行う作業については，Ｈから指示されていた。本件事故が起きたときに原告
が行っていた作業についても，事故が起きた前日に，Ｈから，「急ぎの仕事が入っ
たので，今している仕事を中断して，急ぎの仕事の方を優先してやってくれ。」と
指示されて行っていたものであった。
原告は，平成１１年９月分までの給料をＤから支給されていたが，平成１１年１０
月分の給料については，被告Ｂから支給されていた。
これに対し，被告Ｂは，平成１１年１０月分の給料について，Ｄの代表者に代わっ
て支給していた旨主張する。しかし，①Ｄから渡された平成１１年９月分までの給
料明細書の用紙と被告Ｂから渡された平成１１年１０月分の給料支払明細書の用紙
が異なっていること，②被告Ｂから渡された給料支払明細書には，係印として，事
業主の「Ｂ」の印鑑が押印してある上，所得税も被告Ｂから源泉徴収されているこ
と，③被告Ｂは，Ｄが平成１１年１１月５日に破産宣告を受けた後も，原告を含む
３名の大韓民国人労働者を雇用し続け，被告会社の仕事に従事させて給料を支払っ
ていたことなどの事実からみても，被告Ｂが，事業主として，原告を雇用し，その
労働の対価として給料を支給していたのは明らかである。
さらに，被告Ｂは，本件事故後，津島労働基準局へ労災保険の申請を行っている
が，その申請手続において，原告を雇用したことを自認している。ちなみに，労災
保険の申請は，被告Ｂが原告の了解を得ずに勝手になしたものであり，原告は被告
Ｂが労災保険の申請をしたことを全く知らなかった。
これに対し，被告Ｂは，人道的見地から，上記申請を行った旨主張するが，かかる
主張は偽善的主張としか言いようがない。被告Ｂは，人道的見地から労災保険の申



請を行ったのではなく，原告から多額の賠償金の請求がなされるのを恐れて，窮余
の策として仕方なく労災保険の申請をしたにすぎない。しかも，被告Ｂは，原告が
オーバーステイであることを知っており，そのような人物を雇用していた事実を隠
ぺいするため，事業主をＤとして労災保険の申請ができないかと画策した。しか
し，結局，Ｄを事業主として労災保険の申請をすることができないことが判明した
ため，やむなく自らが事業主であることを認めて，渋々その申請をしたにすぎない
のである。
以上のとおり，①Ｄは平成１１年９月ころ手形の不渡りを出して事実上倒産し，同
年１１月５日に破産宣告を受けていたこと，②本件事故はＤが破産宣告を受けた後
に起きたものであること，③被告Ｂは，Ｄの社長から，Ｄに代わって給料を支払う
よう依頼され，平成１１年１０月分から，原告に給料を直接支払うようになったこ
と，④原告に支給した給与明細には，「Ｂ」という認証印が押印してあること，⑤
被告Ｂは，雇用主として労災の申請書類に記名押印していること，⑥被告Ｂは，本
件事故後も原告の同僚のＦやＧをＥ工場で働かせ，給料も支払っており，その旨給
与台帳に記載されていること，⑦原告が働いていたＥ工場は，被告Ｂが代表者を務
める被告会社が所有する建物であること，⑧Ｄの下請であったＩは，Ｄが倒産した
後，被告会社の下請
になったことなどの事実からすると，本件事故が起きた当時，被告Ｂと原告との間
に雇用関係が成立していたことは明らかである。
(イ)　あるいは，原告と被告Ｂとの間に雇用契約が締結されていなかったとして
も，原告は，Ｄが倒産した後，被告会社の工場内において，被告会社の仕事に従事
していたのであるから，原告と被告会社との間に雇用契約が締結されたものであ
る。
イ　被告らの主張
(ア)　被告Ｂが原告と雇用契約を締結していたという事実は存在しない。
Ａは，もともとＥ工場とはかかわりがなく，その従業員もＥ工場で働いていたこと
はない。
Ａと原告が，本件事故以前に雇用について合意をした事実はなく，原告らＤの外国
人労働者を雇用する手続をしたこともなかった。
被告Ｂが原告の雇用主となっているのは，原告に対する労災給付申請という書面上
の理由のみであり，被告Ｂが原告を雇用したとの事実は全くない。
被告Ｂは，原告を指揮命令する立場になかった。
Ａは，建設現場等で働く人夫等を雇用していたが，本件事故が起こった当時，その
従業員数は５名で，すべてＥ工場とは無関係の建設現場等での業務に従事してお
り，Ｅ工場の業務とは全くかかわりがなかった。
Ｅ工場での作業は，被告会社から発注した鋼板の加工等の業務であり，Ｄが所有す
る設備でＤが行っていたものであり，Ａは何のかかわりもなかった。Ｄは，Ｅ工場
の第１，第２，第３ヤードの敷地を被告会社から賃借し，そこに門型クレーン，天
井クレーン，溶接機，洗浄機などの設備群を所有して，鋼材の加工などの業務を行
っていた。Ｄの業務は，被告会社の下請の仕事もあったが，他にＪ，Ｋ等の仕事を
独自に受注して行っていた。被告らは，Ｄがだれをどのように雇用するのかについ
て全く関与していなかった。
Ｄは，平成１１年９月１０日第１回目の手形不渡りを出し，同年１０月１０日に第
２回目の手形不渡りを出して事実上倒産したが，Ｄの代表者のＬ（以下「Ｌ社長」
という。）は，第２回目の手形不渡りを出した後，Ｅ工場に来なくなり，このころ
Ｄが破産の申立てをするとの噂が立った。しかし，Ｄが手形不渡りを出した後も，
Ｄの従業員は，引き続きＤのヤードでＤが受注した仕事の残務を行っていた。Ｄが
破産宣告を受けるまで，ＤのＬ社長の弟であるＭが工場で指揮をとり，同人が不在
のときにも受注済みの仕事はＤの親方格のＦが残りの従業員を指揮してＤの従業員
の判断で行っていた。
Ｄの平成１１年１０月分の給料は，通常ならば同月末日に支払われるべきものであ
ったが，Ｌ社長がＥ工場に出てこない状況で，原告らに対してＤからの賃金の支払
がなされないおそれがあった。被告Ｂは，原告らＤの従業員が，なおＤの仕事を行
っており，しかも賃金の遅配は彼らの生活の困窮に直結しそうであったために，こ
れを見かねていたところ，Ｌ社長から連絡があり，被告ＢのＤに対する請負代金の
中から，原告らの賃金に相当する部分について，支払ってやってもらえないかとの
依頼があった。そこで，被告Ｂは，Ｄの給与基準に従った金額を，Ｌ社長に代わっ
て，原告らＤの従業員に対して同年１１月１日に渡した。



Ｄが破産したのは平成１１年１１月５日であり，本件事故は同月１０日とわずか５
日後のことである。その間，前記のとおり，Ｄの従業員は，Ｅ工場内で相変わらず
Ｄの残務を行っていたものであって，本件事故時には，被告Ｂにおいて，Ｄが破産
宣告を受けたという事実を知るや知らずの時期であり，外形的にはＤが稼働してい
たときと何ら違いがなかった。
被告Ｂが，原告と被告Ｂとの雇用の形式を作出したのは本件事故後のことであるか
ら，本件事故前に被告Ｂが原告を指揮命令する立場になかったことはいうまでもな
い。原告は，雇主を失い，行くところもなくなっていた矢先に本件事故に見舞われ
た。被告Ｂは，その不遇と病状の深刻さを見かねて，少しでも助けになればと労災
申請する方法を探し，形式的に雇用主となったものである。すなわち，本件事故
後，原告は海南病院に運ばれ，その後中京病院に移送されて手術が行われた。Ｈ
は，原告の手術がかなりの大掛かりなものであって，面会謝絶の状態であること
や，原告には治療費のあてのないことを知り，何とか原告に治療を受けさせること
ができないかと考えた。そして，被告Ｂに対して，原告の治療について協力してや
ってもらえないだろうかと
持ち掛けた。被告Ｂは，原告の治療費等について，当然Ｄの労災が適用されるもの
と思っており，Ｈの言葉に対して，なぜ自分が労災申請をしなければならないのか
と疑問を持ったが，Ｄに対して破産宣告がなされており，Ｄの労災が原告に対して
適用されないこと，原告が正規の労働ビザを持たない外国人であって，日本に家族
もおらず，満足に治療費を準備できないことを知り，原告の傷害の程度が重いこと
から，このまま放っておくことはできないと同情し，普段自分の会社の労働保険を
任せている労働保険事務代行業者に相談を持ち掛け，同業者の担当者が労働基準監
督署に打診したところ，未加入災害という扱いならば原告に対して保険が適用され
得るとの回答を得た。未加入災害として扱うためには，被告Ｂが，Ｄが倒産したた
め原告を雇い入れ，
加入手続をする間もなく労災事故に見舞われたとの体裁をとる必要があった。そこ
で，被告Ｂは，親族も知人もおらず重傷を負った原告を放っておけないという人道
的見地から，労働基準監督署に対して虚偽報告になってしまうことも覚悟して労災
保険の申請に踏み切ったのである。被告Ｂが，労災申請の書類上，原告の使用者と
なったのは，あくまで本件事故後，原告に何らかの補償を受けさせるための便法に
すぎず，これをもって原告と被告Ｂとの間に雇用契約が締結されていたという原告
の主張は，全く事実に反するものである。
(イ)　被告会社と原告との間に雇用契約はない。
被告会社は，鋼板のリサイクル業を行い，その営業を主な業務として行っていた。
従業員は，本件事故当時，３人のみであり，鉄板の加工等を自前で行うことはもと
もと想定されていない会社である。
被告会社が，Ｄが不渡りを出した後も，Ｄに仕事を発注できたのは，Ｄが代表者は
おらずとも従前と変わらずにＤとして業務を行っていたからにほかならない。
被告会社が，本件事故の際原告が作業していた鋼材についての仕事を発注したの
は，平成１１年１０月中であり，まだＤが破産宣告を受ける前のことで，かつ，Ｄ
の社長の弟であるＭが，Ｅ工場において実質的に指示を行い業務を行っていた時期
のことであった。
被告会社からの発注は，Ｅ工場に併設されているＤの事務所にファックス送信する
形で行われていた。
Ｄでは，特殊な鋼材等，製品についての綿密な打ち合わせが必要な場合以外は，そ
のファックスの内容で仕事の内容がすべて分かる仕組みとなっており，発注した被
告会社が具体的な指示をする必要はなかった。
本件事故時，被告会社は，日商岩井鉄鋼リース株式会社名古屋から，ＦＳＰ３鋼板
等の注文を受けており，この加工をＤに発注した。その納期は，平成１１年１１月
１５日であり，決して急ぎの仕事というわけではなかった。当該製品は，同月１５
日に日商岩井鉄鋼リース株式会社名古屋に納入された。なお，ＦＳＰとは，Ｆ型シ
ートパイルのことで，６メートルをつなぎ合わせて１２メートルのシートパイルに
すべきものであった。
(2)　本件事故の態様
ア　原告の主張
本件事故の前日である平成１１年１１月９日，原告がＥ工場で働いていたところ，
Ｈが，原告ら大韓民国人労働者のところにやってきて，「急ぎの仕事が入った。現
在している作業を中断し，新しい仕事の方から先に取り掛かってくれ。」旨の指示



をした。そこで，原告ら大韓民国人労働者は，Ｈからの指示に従って，それまでし
ていた作業を中断し，急ぎの仕事に取り掛かり始めた。
平成１１年１１月１０日，原告は，午前８時３０分ころから，Ｅ工場で作業を始め
た。原告は，当日，他の大韓民国人労働者２名（ＦとＧ）と共同して，３メートル
くらいの長さのパイルと４メートルくらいの長さのパイルを溶接して，７メートル
くらいの長さのパイルを製造する作業を行う予定であり，本件事故はその作業を始
めた直後に起きた。
本件事故が起きたとき，ＦとＧは，工場の外で，不ぞろいの長さのパイルを切断し
４メートルの長さに切りそろえる作業をしていた。原告は，工場の中で乙６添付の
「クレーン配置図」に記載の⑨の４．９トンクレーン（以下「本件クレーン」とい
う。）を操作して，ＦとＧが切りそろえた４メートルのパイルを工場の外から中へ
運び，溶接がしやすいように，４メートルのパイルの端と３メートルのパイルの端
をそろえて並べる作業をしていた。パイルの端がそろっていないと，溶接がしにく
いばかりでなく，積み重ねたパイルが荷崩れして事故が起きる危険性があったの
で，原告は特に慎重に作業をしていた。
原告は，パイルの端をきちんと合わすため，本件クレーンの可動スイッチと停止ス
イッチを交互に押して，パイルの位置の調整をしていた。そのとき，動いていた本
件クレーンが突然停止し，本件クレーンをつっているワイヤーが下に伸び，パイル
十数枚をつっている本件クレーンごと下に落ちた。そして，パイルが地面に落ちた
（着いた）反動でパイルをつっていたワイヤーが緩み，原告がいた位置からみてパ
イルを挟んだ反対側のワイヤーが本件クレーンのフックから外れた。ワイヤーが外
れたパイルは，地面に落ちた反動でバウンドして，原告の方に倒れてきた。原告
は，とっさの出来事であったため，倒れてきたパイルを避けることができず，原告
の後ろにあった作業台とパイルの間に両足を挟まれ，複雑骨折してしまった。
これに対し，被告らは，原告が主張する事故態様では本件事故は起こり得ない旨主
張し，その根拠として，①クレーンの構造上，ブレーキが二重に設けられており，
突然落下することはあり得ないこと，②クレーンのフックにはストッパーが付いて
おり，きちんと玉掛けがなされておればワイヤーのフックが外れることはないこと
を挙げている。しかし，被告らの主張は，以下に述べるように被告の独断に基づく
ものであって，何の説得力もない。
被告は，原告が使用していた本件クレーンには二重のブレーキユニットが備わって
いるため，本件クレーンが突然落下することはあり得ない旨主張する。しかし，本
件クレーンに二重のブレーキユニットが備わっていたとしても，それが故障してい
たとすれば，本件のような事故が起きることも十分あり得る。本件において，通常
では起こり得ないような事故が起きたということは，経験則上，本件クレーンに何
らかの異常（故障）があったとみるのが自然である。Ｅ工場にはクレーンが１５台
あったが，そのうち原告が作業していたヤード（コーナー）にはクレーンが５台
（４．９トンクレーン２台，２．８トンクレーン３台）あった。原告が日ごろ使用
していた上記のいずれのクレーンも本件事故が起きる前から故障がちで，作業中に
クレーンが停止するこ
とが何度もあった。人身事故には至らなかったが，クレーンが突然停止してパイル
が落下したところを原告が目撃したこともあった。また，それだけでなく，リモコ
ンの左へ動くスイッチを押すとクレーンが右に動いたり，リモコンの可動スイッチ
のボタンを離すとクレーンが停止する構造になっていたにもかかわらず，ボタンを
離しても停止せず，そのままクレーンが動き続けて荷物が落下するということもあ
った。それにもかかわらず，被告Ｂは，クレーンの業者を呼んできちんと修理する
ようなことはせず，クレーンをそのまま原告に使用させていた。なお，原告が同僚
のＦから聞いたところによると，被告Ｂは，本件事故が起きた１週間くらい後に，
クレーンの業者を呼んで，本件クレーンの修理をさせたとのことである。
これに対し，被告らは，「Ｄは，クレーンの点検をきちんと受けており，本件事故
の少し前にも点検を終えていた。本件事故後，労働基準監督署の調査に対しても，
かかる点検経緯を報告しており，クレーンの整備不良は考えられない。」旨主張す
るが，「天井クレーン点検報告書」（乙６）を提出するのみで，十分な立証をして
いない。しかも，上記「天井クレーン点検報告書」ですら，その信ぴょう性に疑問
がある。すなわち，上記「天井クレーン点検報告書」の点検日付は「平成１１年１
０月１日」で，本件事故が発生する３９日も前のことであるから，仮に，平成１１
年１０月１日の時点で本件クレーンに異常がなかったとしても，本件事故があった
平成１１年１１月１０日の時点で異常がなかったとはいえない。また，上記「天井



クレーン点検報告書
」によると，点検月日は「平成１１年１０月１日」になされたとのことであるが，
その時点において，Ｄは手形の不渡りを出して事実上倒産し，社長の行方も分から
ないような混乱した状態であり，そのような状況において，Ｄがクレーンの点検を
受けていたというのは余りに不自然である。さらに，日常的にクレーンを稼働して
いたのなら，Ｅ工場にあるクレーン１５台の５１０の点検項目（クレーン１台の点
検項目３４か所×１５台）のうち，いくつかの点検項目に異常があってもおかしく
はないのに，それらのすべての項目に異常がないというのもかえって不自然であ
る。そのほか，上記「天井クレーン点検報告書」には，クレーンのフックに安全用
ストッパーの欠落及び瑕疵という異常があったにもかかわらず，これが見落とさ
れ，一切記載されていな
い。すなわち，原告が作業していたコーナーに設置されていた５台のクレーンのう
ち，フックにストッパーが付いていたのは１台だけであり，それ以外の４台のクレ
ーンにはストッパーが付いていなかった。さらに，その唯一付いていたストッパー
も故障しており，その機能を全く果たしていなかった。本来，ストッパーの先は，
フックの先と接着し，透き間ないようになっていなければならないが，原告が作業
していたコーナーにあったクレーンのフックのストッパーの先はフックの先と接着
しておらず，フックに掛けたワイヤーが簡単に外れるようになっていた。クレーン
に唯一付いていたストッパーが故障して全く機能していなかった様子は，被告が提
出した証拠写真（乙１の写真⑦，⑨）にも写っている。以上の点からすると，上記
「天井クレーン点検
報告書」に「異常なし」と記載されているからといって，本件事故の発生原因がク
レーンの故障によるものではないと断定することはできない。ストッパーの欠落は
一目瞭然で，もし本当にきちんとクレーンの点検をしていたら，その異常を見落と
すというようなことはあり得ないから，そのような記載がされている点などから考
えると，業者によるクレーンの定期点検が本当に行われたのかそれ自体疑わしい
し，仮に定期点検が行われたとしても，その点検の仕方は極めて杜撰といわざるを
得ず，それに基づく報告書を信用することは到底できないというべきである。いず
れにせよ，「クレーンにストッパー（外れ止め金具）が付いていた」という被告ら
の主張が事実に反することは，上記事故現場写真に写っている本件クレーンのフッ
クの状態から見ても明
らかであり，安全用のストッパーですら付いていないような状態であったのである
から，原告が使用していた本件クレーンに何らかの異常や故障があったとしても何
ら不思議ではなく，それが原因でクレーンが作動中突然停止し，それをつっている
ワイヤーが緩んでクレーンが落下したということも十分あり得るのである。クレー
ンに外れ止め金具が付いていなかった場合，パイルが地面に着いたとき，その衝撃
でワイヤーが外れることがあり得ることは，証人Ｉも認めているところである。
これに対し，被告らは，ブレーキの故障で本件クレーンが下に落ちたのなら，クレ
ーンをつっていたワイヤーが下に伸びきっているはずで，クレーンが空中につった
状態になっているはずはないと反論する。しかし，日立Ｖシリーズホイスト取扱説
明書（乙９）の「ホイストのブレーキ」の欄には，「このホイストのブレーキは，
ブレーキライニングの摩耗量に追従して自動的にブレーキギャップが調整されるよ
うになっているので日常の調整は必要ありませんが，ブレーキライニングが，摩耗
限界に近づくと停止時のスリップ量が大きくなります。」と記載され，さらに，
「補助制動装置」の欄には，「このホイストには減速機構と一体になった補助制動
装置がついています。補助制動装置は万一，主ブレーキの制動力が甘くなって荷が
加速落下した場合に働
く非常用ブレーキで通常状態では働きません。」と記載されている。上記取扱説明
書の記載内容からすると，主ブレーキのブレーキライニングが摩耗し，その限界を
超えたため，クレーンが落下したが，クレーンが地面に落ちる前に補助制動装置が
働いてクレーン自体は空中で止まった（ただし，クレーンがつっていたパイルは地
面に落下し，その衝撃でパイルをつっていたワイヤーがクレーンのフックから外れ
た。）という事態が起きることは十分考えられる。むしろ，クレーンが落下したな
らクレーンが地面に落ちているはずであるという被告らの主張の方が，クレーンの
ブレーキ構造を無視した主張といわざるを得ない。
また，被告らは，原告の受傷後，原告に乗り掛かったパイルを移動するため，事故
後直ちにクレーンを用いていることからも，異常がなかったことが明らかである旨
主張する。しかし，本件事故が起きたときに原告が使用していた本件クレーンは



４．９トンクレーンであるが，原告に乗り掛かったパイルを撤去するために使用さ
れたクレーンはそれとは別の２．８トンクレーンであると思われるから，被告らの
かかる主張は失当というべきである。
さらに，被告らは，クレーンのフックにはストッパーが付いており，きちんと玉掛
けがなされておればワイヤーのフックが外れることはない旨主張している。しか
し，本件事故が起きた直後に愛知県蟹江警察署の警察官が事故が起きた現場の状況
を撮影した甲１９の２の「作業事故現場写真」の６番と８番の写真には，原告が本
件事故時に使用していた本件クレーンが写っているが，そのフックには安全用のス
トッパー（外れ止め金具）が全く付いていなかった。原告が本件事故時に使用して
いた本件クレーンには本来付いていなければならない安全用のストッパーが付いて
いなかったのであるから，仮に原告がきちんと玉掛けをして作業をしていたとして
も，クレーンが落下した衝撃で，パイルをつっていたワイヤーが緩んでフックから
外れることは十分あり
得るのである。
また，被告らは，「鋼製枕木から１０センチメートルの高さから，パイルが勢いよ
く落下することなどそもそも考えられない。」旨主張する。しかし，被告らのかか
る主張こそ，被告らが本件事故の態様を全く理解していないことの証左である。す
なわち，原告は，本件事故が起きたとき，パイルを十数枚重ねて本件クレーンで運
んでいた。十数枚のパイルを重ねるとその高さは１メートルくらいになる。原告
は，本件事故が起きたとき，地表から２０ないし３０センチメートルくらいの高さ
にある鋼製枕木に乗って作業をしていた。そのため，本件クレーンでつったパイル
の一番高い部分は，地表から約１４０ないし１５０センチメートルの高さがあり，
一番低い部分でも，地表から約４０ないし５０センチメートルの高さがあった。本
件においては，その重
ねたパイルが地面に落ち，その反動でバウンドして，原告の方へ倒れてきたのであ
る。もともと，原告が工場の外から中へ運んでいたパイルは，しっかりと固定して
重ねられていたわけではない上，１枚のパイルの長さも４メートルくらいあったた
め，かなり不安定な状態であったのである。したがって，それらのパイルが地面に
落下した衝撃でバウンドし，荷崩れを起こして原告の方に倒れてくることは十分あ
り得ることであって，そのような事態が起きることは絶対にないと断定することは
できないのである。また，原告とパイルの間になおワイヤーがフックに掛かった状
態であったしても，４メートルの長さがあるパイルが原告の方に倒れてくるのを防
ぎきれるものではない。
以上述べたとおり，被告らは，原告が主張する事故態様では本件事故は起こり得な
いと主張しているが，被告らのかかる主張自体全く根拠がないというべきである。
被告らは，本件事故の態様について，「クレーンを扱う資格のなかった原告が，パ
イルをつっていたワイヤーをすべて外すのを怠り，さらにこれに加えて原告の側の
ワイヤーのみを外して（原告と反対側のワイヤーのクレーンのフックに掛けたまま
で）クレーンを上げたために，パイルが原告の方に倒れてきたというものであ
る。」と主張する。
しかし，本件事故は，パイルを移動していたときに起きたものであり，ワイヤーを
外してクレーンを上げたときに起きたものではない。原告にクレーンを扱う資格が
なかったからといって，本件事故が原告の誤ったクレーンの操作によって起きたと
断定することはできない。クレーンを扱う資格があるからといって常に正しい操作
をするとは限らないし，また逆に，クレーンを扱う資格がなかったからといって，
常に誤った操作をするとも限らない。ちなみに，原告にはクレーンを扱う資格はな
かったが，長年にわたってクレーンを操作して作業をしていた実績があり，クレー
ン操作の初心者ではなかった。結局，被告らの上記主張は，確たる証拠に基づく主
張ではなく，原告にクレーンを扱う資格がなかったことと誤ったクレーン操作をし
たことを強引に結び
つけようとする憶測的な主張にすぎない。
更に問題なのは，被告らは，本件事故の態様について，まるで直接目撃したかのご
とき主張をしているが，そもそも本件事故が起きたときの状況を目撃しているのは
原告しかいないということである。
この点につき，被告らは，「本件事故態様を最も詳しく知っているのは，事故直前
の現場を見たり，事故直後に原告の救助に当たったＮである。」と主張している
が，Ｎなる人物の供述内容に関する証人Ｉの証言はそもそも伝聞にすぎず，Ｎなる
人物は既に死亡し，具体的にどのような供述をしていたのか明らかでない。また，



そもそもＮなる人物が本件事故現場に本当にいたかも定かでないし，仮にいたとし
ても，被告らが自認し，証人Ｈの証言からも明らかなように，Ｎは本件事故が起き
た瞬間の状況を目撃していたわけではないから，かかる人物の事故態様に関する供
述も単なる憶測にしかすぎない。
また，前記のとおり，被告Ｂは，労災保険の申請をしているが，その際，原告に対
し，本件事故の態様に関する事情聴取を全くしていない。特に本件においては，本
件事故が起きたときの状況を直接目撃していたのは，被害者である原告しかいなか
ったのであるから，通常であれば，原告に対する事情聴取があってしかるべきであ
る。しかし，本件においては，被告Ｂはそのような事情聴取を一切せず，本件事故
は原告の自損事故であると一方的に決めつけている。被告Ｂが原告から事情聴取を
しようとすればできたにもかかわらず，あえてそれをしなかったのは，本件事故が
起きた原因を原告のせいにして，自らの損害賠償責任を免れようとする意図に基づ
くものであるから，被告らの本件事故態様に関する主張を信用することは到底でき
ない。
原告が労災の申請書類（乙２１の１）に署名押印したのは事実であるが，それをも
って本件事故が原告の自損事故であったことを原告が認めていたということにはな
らない。けだし，そもそも原告は日本語を読むことができないし，被告らから，労
災の申請書類の内容について，具体的な説明は一切なされていなかったからであ
る。原告は，Ｈから，「労災の申請書に名前を書いて判子さえ押せば保険金が出
る。」と言われ，その指示に従って署名押印しただけで，それ以上の説明は一切受
けていなかった。この点につき，証人Ｈは，労災申請をするときに，病院で，原告
から本件事故の態様を確認したと証言する。しかし，被告Ｂが労働基準監督署に労
働者死傷病報告書を提出したのは，本件事故が起きた直後の平成１１年１１月２６
日のことであるが，その
書類を提出した時点で既に，本件事故は原告の自損事故である旨の記載がなされて
いたのである。労災申請がなされたのは平成１２年２月ころであり，証人Ｈが申請
前に原告から本件事故の状況を聞いたことはないと証言していることからすると，
被告Ｂは，原告から本件事故の態様に関する事情聴取もしないで，労働基準監督署
に事故報告をしていたことは明らかである。かかる事実経過からすると，Ｈが労災
の申請をするときになって初めて，本件事故の態様を原告に確認したというのは不
自然といわざるを得ない。また，そもそも韓国語を話すことができないＨが，日本
語を聞き取ることができない原告に，通訳人もつけずに，被告らが把握している事
故の態様を詳しく説明できたとは思えないし，また，それに対し，原告が何と言っ
ているのかをＨが理
解できたとも思えないから，本件事故の態様を原告に確認したという証人Ｈの証言
を信用することはできない。
被告らは，甲１９の２の作業事故現場写真を根拠にして，「原告の主張する事故態
様があり得ないだけでなく，被告らの主張（本件事故はワイヤー引き上げ時に起こ
ったという主張）が客観的状況にも符合する。」と論じている。しかし，甲１９の
２の作業事故現場写真に写っている客観的状況が，被告らの主張に符合していると
はいえないし，上記写真から，原告主張の事故態様があり得ないと断定することも
できない。すなわち，そもそも上記写真は，パイルが散乱した本件事故時の状況を
そのまま写しているわけではない。けだし，上記写真が，本件事故が起きたときの
状況をそのまま写していたとするならば，甲１９の２の写真１０に写っている血痕
がある付近に，原告の足を挟んだパイルが写っているはずであるが，上記写真には
それが写っていない
からである。また，原告を救出したＧも，原告を救出するために，原告の足を挟ん
でいたパイルを撤去し，移動させた旨陳述している。このように，本件事故が起き
たときのパイルの状況をそのまま写しているわけではない上記写真から，原告主張
の事故態様があり得ないと断定することには無理がある。また，被告らは，上記写
真に写っているパイルの状況は，被告らの主張と符合すると強弁しているが，どう
してそのような断定ができるのであろうか。被告らは，甲１９の２の写真５，６，
８は，写真左隅のパイルの上６枚だけが作業台側に倒れており，これは先に置かれ
たパイルと後から運んできたパイルを接合しようと降ろした後で，後から持ってき
たパイルを下から先に置いてあったパイルに引っ掛けて同じ方向に倒したことを示
していると断定して
いる。しかし，上記写真に写っているパイルの状況からそこまで断定的に物事を判
断することはできない。被告らは，甲１９の２の写真４ないし８によれば，クレー



ンのブレーキに故障がない（いずれのクレーンも空中に止まっているが，クレーン
のブレーキが壊れたのならば，クレーンのフック部分はつり下げるワイヤーが伸び
るままに重力に負けて地面まで落ちるところ，この写真では，空中にあって，ブレ
ーキが利いていることを如実に示している。）と主張するが，クレーンが落下した
からといって，当該クレーンが地面までだらんと下がった状態になるとは限らな
い。本件事故において本件クレーンが落下した原因については，種々の原因が考え
られ，例えば，Ｅ工場に設置されているクレーンは，かねてから配線の接触不良等
の故障を起こしていた
ことから考えると，本件クレーンも配線の接触不良によって，一時的にブレーキが
利かない状態になったことが考えられる。また，前記のとおり，長年にわたるクレ
ーンの使用によりブレーキが摩耗してクレーンが落下したが，補助制動装置が働い
て，地面に落下する前で止まったということも考えられる。さらに，Ｇが本件事故
後にクレーンを修理したと陳述していることからすると，被告らが，警察の現場検
証がなされる前に応急的に故障個所を修理した可能性もないわけではない。いずれ
にせよ，甲１９の２の写真に写っているクレーンがすべて宙につられているからと
いって，クレーンが落下したという原告の主張が不合理であるということにはなら
ない。
イ　被告らの主張
本件事故の態様は，原告が，溶接するためにそろえて地面に降ろしたパイルを，ワ
イヤーの外し方が不十分なままクレーンの上昇ボタンを押したために，いったん降
ろしたパイルの原告と反対側が上昇し，原告に向かってパイルが倒れたというもの
である。すなわち，本件事故は，洗浄したパイルをまとめ，それを作業台に移動し
て溶接等の作業を行う段階で，まとめてあったパイルをクレーンを操作して移動
し，鋼製枕木（地面とパイルとの間にすき間を作るために地面に置いてあるＨ型鋼
材）の上に降ろして，クレーンを上げる際に生じている。本来，２本のワイヤーで
つってあるパイルを鋼製枕木に降ろす際には，クレーンに掛けてあるワイヤーを２
本とも外すべきである。ワイヤーを外した上でクレーンを上げれば，ワイヤーは地
面に置かれた状態，パ
イルは鋼製枕木の上に置かれた状態となり，両方とも持ち上がらない。仮に，原告
が，パイルをつっていたワイヤーをクレーンのフックからすべて外すという手順を
手抜きして，２本のワイヤーの片側のみを外すにしても，自分のいる側とは反対側
を外せば，パイルは自分の立っている側が持ち上がり，自分の立っている側とは反
対側に倒れるため，やはり本件事故は生じなかった。また，原告が，ワイヤーがパ
イルと地面とのすき間に位置しているかどうか（パイルと鋼製枕木の間に挟まって
いないかどうか）確認すれば，クレーンを上げたときに片側がクレーンのフックに
掛かったワイヤーだけがパイルの下を抜けて持ち上がるから，本件事故は生じなか
った。
本件事故の模様は，直接の目撃者が現存しないが，Ｈ，Ｉは，事故直後から事故の
模様を聴き取って記憶し，Ｈは労働者死傷病報告（乙２０）にも図入りで記載して
いる。すなわち，労災の申請をすることで，原告に補償がおりる可能性があること
が分かったため，労働基準監督署に対して労働者死傷病報告をする必要が生じたこ
とから，Ｈは，本件事故直後からＩ，Ｎ等から聞いていた事故の模様を確認し，書
面化したものを持って，原告が本件事故に遭って間もない時期に中京病院に入院中
の原告のもとを訪れ，事故の態様について原告の確認をとった。Ｈは，労働者死傷
病報告書を原告に見せ，図を示し，日本語を話すことはできなくても聞くことは６
割方できていた原告に対し，自ら韓国語の辞書で翻訳するなどしながら，事故の状
況を確認した。Ｈは
，労災の給付申請用紙，委任状に，原告の署名押印を得ているが，これはＨが原告
の入院する病院にて得たものである。
また，現場は事故直後に警察が現場検証に訪れ，事故後の写真（甲１９の２）を残
している。この写真によれば，以下のことが分かる。
①　血のりの跡が残っている場所が，作業台の下であることから，原告が地面に降
りて操作をしており，作業台とパイルの間に挟まれたこと（写真６，９，１０）
②　原告の作業が，既にパイルの束が一つ置かれているところに，別のパイルの束
を持ってきて起こったこと（写真５，６，８）
③　原告の持ってきたパイルは，いったん置かれてその後事故が起き，さらにその
後原告が救出されたこと（写真５，６，８。写真左隅のパイルの上６枚だけが作業
台側に倒れている。これは先に置かれたパイルと後から運んできたパイルを接合し



ようと降ろした後で，後から持ってきたパイルを下から先に置いてあったパイルに
引っ掛けて同じ方向に倒したことを示している。）
④　クレーンのブレーキに故障がないこと（写真４ないし８。原告が使用したクレ
ーンが必ずしも特定されていないが，いずれのクレーンも空中に止まっている。ク
レーンのブレーキが壊れたのならば，クレーンのフック部分はつり下げるワイヤー
が伸びるままに重力に負けて地面まで落ちる。この写真では，空中にあって，ブレ
ーキが利いていることを如実に示している。）
本件事故後，原告を救出するため原告に倒れてきたパイルを反対側に倒したが，そ
の後間もなく警察は来ており，これらの写真は事故後の状況をかなり正確に残した
ものである。
被告らが主張する態様が現実に生じ得ることは，ビデオ（乙１２）撮影のとおりで
ある。いったん置いたパイルと地面に敷いてある鋼板との間にワイヤーが挟まった
場合，クレーンを上昇させるとパイルが持ち上がって倒れる。
原告の事故に遭った位置，パイルの倒れ方等すべて符合する。
また，クレーンの構造上，ブレーキ装置が二重に設けられており，ブレーキは常に
かかっており，操作ボタンを押すことでしかブレーキは解放されないから，突然落
下することはあり得ない。すなわち，本件事故が起きたＥ工場第２ヤードには，門
型クレーン，天井クレーン，片門型クレーンとがあり，このうち屋外で洗浄したパ
イルを構内での作業に移すためには，片門型クレーンを使用する。原告が本件事故
時に使用した本件クレーンは，この片門型クレーンであった。片門型クレーンは，
片門型をした柱，梁の部分と，鋼材をつりワイヤーの巻き上げ等をする部分とで構
成されている。このうち，鋼材をつりワイヤーの巻き上げ等をする部分をホイスト
と呼び，片門型の梁の部分に取り付けられ，梁を移動するモーター（電動トロリ）
と巻き上げモーター
を備えている。クレーン自体は，柱の根元に走行モーターを備えており，この動力
で移動する。本件クレーンには，株式会社日立製作所製のホイストＶシリーズ，電
動トロリ付き普通型ホイストが設置され，使用されていた。ホイストクレーンは，
ロードブロックをモーター駆動によるワイヤーの巻き上げで上下させるが（この操
作は手元まで下りているボタンスイッチによって行う。），ホイストには，ワイヤ
ーの滑落を防止し一定スピードでの下降を可能にするブレーキユニット，万が一ブ
レーキの利きが甘くなるなどの際落下を確実に防止する補助制動ユニットが備わっ
ている。このように，ホイストには，ブレーキユニット，補助制動ユニットという
二重のブレーキユニットが備わっているため，クレーン（つられているロードブロ
ック）が突然落下す
るということはあり得ない。通常のブレーキユニットは，何も操作をしない状態で
は，常に制動をかけている（静止させている）状態となっており，ボタンを離して
いる限り，ブレーキは作動しているのであって，突然落下するようなことはない。
仮にブレーキの摩耗が著しい場合，ブレーキの制動力が足りずに荷が落下すること
が全くないとはいえないが，徐々に降りてくる程度（ブレーキの利きが甘い程度）
であって，しかもこの状態では補助制動ユニットが作動するため，重力にまかせて
落下するということはない。仮にこのブレーキ両方が全く利かないとすると，常に
静止しないでロードブロックが一番下まで降りてこなくてはおかしい。もしそうな
っていたならば，本件事故以前，以後を通じて出ているはずの症状である。しか
し，原告は，本件クレ
ーンでパイルの移動作業を行っていたものであり，しかも，細かく場所を調節する
作業を行っていたというのであって，かかる作業をするためには，パイルをつった
状態で上下方向について静止させておく必要があるが，かかる作業ができたことは
すなわちブレーキが作動していたことを表している。また，原告の受傷後，原告に
乗りかかったパイルを移動するため，事故後直ちに本件クレーンを用いていること
からも，異常がなかったことが明白である。
しかも，クレーンは非常に大きいもので，動きは非常に緩慢であり，突飛な動きは
不可能である。クレーンが移動する速度（梁自体の移動，ホイストの水平移動，ロ
ードブロックの上下）は，規格上一定に定められており，緩やかな速度でしか動か
ない。操作は，ボタンを押すか離すかしかなく，押せば緩やかな速度で動き，離せ
ば止まる。ロードブロックについていえば，下降は常にブレーキ制御の下でなされ
ており，一定の速度に保たれている（ブレーキの異常のなかったことは前述）。そ
のため，たとえボタンを押して下降させたとしても，その降下速度は緩やかなもの
にすぎない。この点でも，パイルの落下というのは不合理である。



通常のパイル運搬業務でも，クレーン操作をしながら揺れを抑えたりするために微
調整をしながらの操作が欠かせず，おかしな動作があっても油断なく行えば対応が
十分可能である。
原告が，常々同僚のＦとしゃべりながら作業をしており，Ｎに叱責を受けたこと，
本件事故の後も特に厳しくＦが叱責を受けたことは，原告のわき見や手抜き作業が
あったことを示しているし，原告がわき見をしながらの作業であったことは，Ｉ，
ＨがＮから聞いている。
一方，原告主張の事故態様は不合理であり，原告は，本件事故の態様について，明
確な主張をしていない。
原告は，当初，パイルの移動作業中，クレーンが突然止まり，その反動でフックに
掛けたワイヤーが外れ，パイルが落下し，それがバウンドして自分の方に倒れてき
たと主張した。
それが，クレーンで運んできていったん止まった時点でワイヤーが外れてパイルが
崩れた，クレーンが落ちてきた，フックはそのままでワイヤーが落ちてきた，フッ
クをつっているワイヤーが外れてフックが落ちてきてパイルが外れたと，言うたび
に供述がころころと変遷している。これでは，原告の供述を信用できないだけでは
なく，いかなる事故態様であったかが特定できない。
また，原告の主張，供述は，どれをとっても不可解である。
①  原告が運んでいたパイルはＦ型シートパイルであって，何枚も重ねて運搬する
ため重量がトン単位に及ぶものである。これをワイヤーでフックに掛けるのである
が，つられている間ワイヤーはパイルの重量でフックに食い込み，外れようにも外
れない。もし掛け方が不十分であったら上げる際に外れることはあっても，つられ
てからでは無理である。
②  パイルは重いだけではなく，非常に硬い。ボールやバネとは全く違う。これが
地面でバウンドするということはおよそあり得ない。
原告は，溶接のための位置調整をするため，パイルの移動作業をしていたとのこと
である。この溶接のためパイルをつって移動するにしても，せいぜい地上１０ない
し２０センチメートルつり上げれば十分である。位置調整をするために細かく移動
させるならなおさら高さは低くていい。洗浄したパイルを屋内に移動する際の高さ
ですら，せいぜい３０ないし４０センチメートル上げればいい方である。鋼製枕木
から１０センチメートルの高さから，パイルが原告の主張するように勢いよく落下
することなどそもそも考えられず，地上１０センチメートルの位置からパイルが下
がった程度で，かなりの重量のあるパイルが弾むとは到底考えられない。万が一，
自然落下したとしても，パイルの重量を考えれば弾むなどということはあり得な
い。
③  クレーンは，それ自体かなりの重量があり，ボタンの誤操作等で止めたり反対
側に動かそうとしても突然止まるということはない。
また，パイルは宙づりになっているので，クレーン（の水平方向の動き）が止まっ
ても揺れる程度である。
いずれにしても，止まったショックでワイヤーが外れるというのはおかしい。
④  フックをつっているワイヤーが外れるなどということはおよそ考えられない。
写真を見ても，どのクレーンもしっかり宙づりのまま止まっている。原告が主張す
るように，クレーンの故障でロードブロックが落ちたのだとしたら，途中で止まる
ことはおかしい。
それは，前述のとおりブレーキの故障がなかったことも示している。
フックが落ちたという事故は，同じ仕事を２０年来やっている者でも見たことのな
い事故である。
原告の主張，供述する事故態様は，いずれをとっても非現実的である。
(3)　被告らの責任原因
ア　原告の主張
(ア)　被告Ｂは，原告の使用者として，雇用契約に付随する義務として，労働者で
ある原告の生命及び健康などを危険から保護するよう配慮する義務（安全配慮義
務）があるところ，本件事故は，安全配慮義務を怠ったために生じたものであるか
ら，本件事故によって原告が被った損害を賠償する義務がある。
被告Ｂは，クレーンが故障してパイルが落下する危険性を十分認識していたにもか
かわらず，Ｅ工場で働く労働者の身体の危険に対する安全策を何一つ講じていなか
った。
前記のとおり，被告Ｂは，クレーンの点検修理を怠っていたし，また，原告に玉掛



技能講習や５トン未満床上操作特別教育を習得させる義務があったにもかかわら
ず，それを怠り，危険なクレーン作業に原告を従事させていた。
また，被告Ｂは，雇用主として，原告を雇用保険に加入させる義務があったにもか
かわらず，それを怠り，雇用保険未加入のまま，危険なクレーン作業に原告を従事
させていた。
もし，被告Ｂが危険な作業をしている労働者の生命身体の安全のことを少しでも考
えていたのなら，法律で定められた安全講習・教育を原告に受講習得させていたで
あろうし，また，雇用保険に加入させないまま危険なクレーン作業に原告を従事さ
せることもなかったであろう。被告Ｂのかかる態度からみても，被告Ｂには，労働
者の生命身体の安全に対する十分な配慮が欠けていたことは明らかである。
なお，被告Ｂは，それだけでなく，本件事故が起きた１週間くらい後に，クレーン
の業者を呼んで，事故を起こした本件クレーンを慌てて修理したり，原告の同僚の
ＦやＧに対し，「事故に関して調査があるかもしれないので，ヘルメットをかぶっ
ておけ。」と指示し，本件事故の原因の隠ぺい工作もしていた。
以上の事実からも明らかなように，本件事故は，本件クレーンの故障により発生し
たものであり，被告Ｂは，クレーンの点検修理を怠った点や事故防止のための適切
な安全策を講じていなかった点に過失（安全配慮義務違反）があるというべきであ
る。
(イ)　被告会社は，原告の使用者として，雇用契約に付随する義務として，労働者
である原告の生命及び健康などを危険から保護するよう配慮する義務（安全配慮義
務）があるところ，本件事故は，安全配慮義務を怠ったために生じたものであるか
ら，本件事故によって原告が被った損害を賠償する義務がある。
(ウ)　以上のとおり，被告らは，安全用のストッパーが欠落したクレーンを，修理
もせずにそのまま使用し，原告に作業させていたのであるから，被告らに原告に対
する安全配慮義務違反があったのは明らかである。
百歩譲って，仮に本件事故が原告の玉掛け作業のミスによって生じたものであった
としても，クレーンの資格を有しない原告を危険な作業に従事させていたのである
から，雇用主である被告らに安全配慮義務があったことは明らかである。
イ　被告らの主張
(ア)　被告Ｂは，原告との雇用契約の締結も，原告に対する作業の指揮命令もして
おらず，被告Ｂが雇用主としての責任を問われるのは全く理由がない。
(イ)　被告会社は，原告を雇用しておらず，Ｅ工場において安全配慮義務を負うべ
き立場にない。
被告会社は，専ら営業中心の業務であり，従業員は本件事故当時でも社長を含めて
４人，名古屋市熱田区ａの事務所を拠点に従事していた。
受注した鋼板の加工等の作業は，被告会社からＥ工場の各業者（Ｄ，Ｏ等）に発注
し，当然のことながら各業者が自己の監督指導の下で業務を行っていた。
特に，Ｄは，Ｅ工場の設備を所有し，独自に鋼板加工等を行っていたのであり，単
なる発注元の被告会社が直接Ｄの業務に口出しすべき立場にはなかった。
Ｄが破産宣告を受けたのは，平成１１年１１月５日と本件事故の直前であり，それ
までＤのＬ社長の弟であるＭが工場で指揮をとり，同人が不在のときにも受注済み
の仕事はＦらＤの従業員の判断で行っていた。
本件事故時には，被告Ｂや被告会社の従業員のＨは，Ｄが破産宣告を受けたという
事実を知るや知らずの時期であり，外形的には何らＤが稼働していたときと違いが
なかった。
かかる折りに，降ってわいたように被告会社に安全配慮義務が生じるというのは実
態に合わず不合理である。
(4)　過失相殺の要否
(ア)　被告らの主張
原告は，身体の正面に大きなけがを負っている。万が一，クレーンが変な動きをし
たとしても，つっているパイルは非常に重いもので，鈍重な動きしかしないことに
照らしても，これを注視していれば事故は未然に防げた。にもかかわらず，原告が
自分の身体の正面に大きなけがを負ったということは，クレーンの動きを注視しな
いままに作動させていたことを示している。原告がかかる受傷をするような事故態
様は，原告自身の過失なくして考えられない。
原告は，Ｄに平成１０年に入り，クレーン作業を本件事故まで１年半以上行ってき
たから，通常のクレーンの作業は覚えていて当然である。
本件事故は，いわゆる手抜きやわき見といったことが基で起こっており，安全教育



以前の問題である。
もとより，被告らが原告に対する安全教育義務を負うものではないが，仮に負うと
してもかかる行為は被告らによって防ぎようがない。
本件事故は，原告が自ら招いたとさえいえるもので，原告の過失割合は極めて大き
い。
原告は，作業台の上でなく，作業台とパイルの間の地面あるいは床上鋼材の上で作
業をしていた。原告は外すべきワイヤーを残したままクレーンを上昇させた。原告
は，少なくとも自分と反対側のワイヤーを外せばよいものを，自分側のワイヤーだ
けを外してクレーンを上昇させた。
原告は，Ｄでクレーン，玉掛けを扱っていたので，これらの作業を普通に行うこと
は当然できたし，そうすべきであった。しかし，原告はこれらの作業を怠った。
また，パイルが倒れるのはよほどのことで，注視していればパイルの動きに合わせ
てクレーンの動きを調節できて当然である。原告が事故に遭ったのは，本件事故
後，Ｎが言っていたように，Ｆと無駄話をしながらわき見をしていたことが大きく
起因している。
被告らは，かかる行為に対していかんともできない。
原告の過失割合は，本件事故の大部分を占める。
(イ)　原告の主張
本件事故の具体的な態様は前記のとおりであり，原告は被告らの指示に従って作業
をしていただけであって，原告に過失は全くない。
これに対し，被告らは，本件事故は原告の自損事故であると勝手に決めつけるが，
そもそも被告らは本件事故を目撃していない。また，被告らは，原告に対し，本件
事故の具体的態様についての事情聴取を全くしていない。にもかかわらず，何ゆえ
被告らは，本件事故が原告の自損事故であると断定することができるのであろう
か。被告らは，「原告が自分の身体の正面に大きなけがを負ったということは，ク
レーンの動きを注視しないままに作動させていたことを示している。」と自分勝手
に決めつけている。しかし，予期せぬ出来事が起きた場合，とっさに適切な回避行
動をとることもできないことは十分あり得ることであるから，たとえ原告が自分の
身体の正面に大きなけがを負ったとしても，それをもって，原告がクレーンの動き
を注視しないままに作
動させていたということにはならない。被告らの主張には明らかな論理の飛躍があ
る。結局，被告らは，種々の理由を挙げて，原告に相当の過失があると主張する
が，そのいずれも全く根拠がない。
(5)　原告の損害額
ア　原告の主張
(ア)　原告は，本件事故により，以下のような損害を被った。
①　治療費（薬代，入院雑費も含む）　１０万５４５８円
②　文書料（雑費をふくむ）    　　　　１万３３９５円
③　休業損害　　　　　　　　　　　３８７万４０７８円
本件事故前３か月間の平均給与額２９万８００６円に基づき，１３か月間の休業期
間の休業損害を計算すると，３８７万４０７８円（２９万８００６円×１３か月）
となる。
④　後遺症逸失利益      　　　　１４６３万１４９８円
原告の症状固定日は平成１２年１２月７日，症状固定時の年齢は４９歳（昭和２６
年３月３０日生まれ），労働能力喪失率は３５パーセント（障害等級９級），稼働
年数は１８年（４９歳から６７歳），ライプニッツ係数は１１．６９０，基礎収入
（年収）は３５７万６０７２円（２９万８００６円×１２か月）に基づき計算する
と，１４６３万１４９８円（３５７万６０７２円×０．３５×１１．６９０）とな
る。
被告らは，原告がオーバーステイの外国人であることを理由として，日本における
将来の就労可能性を否定する。しかし，現在の実務上の取扱いによると，大韓民国
人の場合，たとえオーバーステイで国外退去処分を受けたとしても，５年の期間を
経過すれば再入国は可能であり，日本で就労することも十分可能である。また，そ
もそも，被告らは原告がオーバーステイであることを知りながら雇用し，日本人労
働者より安い賃金で働かせ，多大な利益を取得していたものである。もし，本件事
故がなければ，被告らは原告を引き続き雇用していたものと思われる。にもかかわ
らず，本件事故が起きるや否や，雇主である被告らが原告の日本における就労可能
性を否定するのは，信義則に反するものといわざるを得ない。さらに，原告の本件



事故前３か月の平均
給与月額は２９万８００６円であるが，これは日本における賃金センサスによる平
均給与額と比較してもかなり低額である。よって，原告の逸失利益を算定するに当
たっては，原告の本国（大韓民国）における賃金水準に基づいて算定すべきではな
く，日本における賃金水準に基づいて算定すべきである。
なお，仮に大韓民国における賃金水準に基づいて算定すべきであるとしても，原告
は，来日する前，大韓民国において，建築関係の内装の仕事に従事していたもので
あるから，被告らが主張するような全産業平均の賃金水準ではなく，技術労働者の
賃金水準に基づいて，その算定をすべきである。平成１２年の大韓民国の統計によ
れば，４９歳高卒男性の技術労働者の月額賃金は，１７３万３２５１ウォンであ
る。また，大韓民国の場合も，日本の場合と同様，毎月の給与のほかに賞与を支給
するのが慣例となっているから，原告の年収を算定するについても，年間賞与（年
間特別給与）を加算する必要があり，平成１２年の大韓民国の統計によれば，４９
歳高卒男性の技術労働者の平均年収額は，２７８１万２９６８ウォン（ただし，原
告はその算式について
１７３万３２５１ウォン×１２か月＋７０１万２９５６ウォンと主張しているの
で，２７８１万１９６８ウォンの誤記と認められる。）となり，これを１００ウォ
ン１０．２６円のレートで換算すると，２８５万３６１０円（ただし，上記のとお
り，２７８１万１９６８ウォンの誤記であれば，２８５万３５０７円）となる。
さらに，仮に被告らが主張するように，全産業の平均に基づいて平均年収額を算定
するとしても，月額賃金だけでなく，年間賞与（年間特別給与）も加算して計算す
べきである。乙１３の大韓民国労働部の統計によると，４９歳高卒男性の全産業平
均の月額賃金は，１５３万７１３０ウォンであり，年間賞与（年間特別給与）は，
５０２万６６６８ウォンであるから，かかる数値に基づいて年収額を算定すると，
その額は，２３４７万２２２８ウォン（１５３万７１３０ウォン×１２か月＋５０
２万６６６８ウォン）となり，これを１００ウォン１０．２６円のレートで換算す
ると，２４０万８２５０円となる。
⑤　傷害慰謝料　　　　　　　　　　３９９万円
原告の入院期間は平成１１年１１月１０日から平成１２年１１月７日までの約１２
か月であり，通院期間は平成１２年１１月８日から平成１２年１２月７日までの約
１か月である。
なお，近年，日本の物価水準と大韓民国の物価水準との間にほとんど差がなくなっ
ていることにかんがみると，原告の慰謝料を算定するに当たって，原告の母国（大
韓民国）の物価水準を殊更に考慮して算定する必要性はない。
⑥　後遺障害慰謝料        　　　　６８０万円
原告の後遺障害の等級は９級２０号である。
⑦　弁護士費用            　　　　２３０万円
本件訴訟は，そもそも被告らが，原告を雇用した事実を殊更に否認し，原告からの
損害賠償請求に応じようとしなかったため，提訴を余儀なくされたものである。し
かも，原告は大韓民国人で日本語の読み書きができない上，日本の法律の知識も全
くないため，原告本人自らが裁判を提起することは事実上不可能である。それゆ
え，原告が自らの権利を擁護して裁判を提起するためには，弁護士に委任せざるを
得なかった。よって，かかる弁護士費用は，本件事故と相当因果関係のある損害と
して認定すべきであり，その損害額は，請求金額の約１割に相当する２３０万円が
相当である。
(イ)　原告は，労災保険から，休業補償給付として２６９万２０３５円，障害補償
一時金として４４８万６７２５円の給付を受けたので，前記休業損害の残額は１１
８万２０４３円（３８７万４０７８円－２６９万２０３５円），後遺症逸失利益の
残額は１０１４万４７７３円（１４６３万１４９８円－４４８万６７２５円）とな
る。
なお，原告は，労災保険から，療養補償給付として７万７３５０円の給付も受けて
いるが，前記治療費には療養補償給付により補填された損害はあらかじめ除外して
あるので，これを控除する必要はない。
また，原告は，労災保険から，休業特別支給金，障害特別支給金の支給も受けてい
るが，これらはいずれも社会保障目的のために支給されたものであり，控除の対象
とならないことは，既に確立した判例である。
(ウ)　以上によれば，原告の損害金合計は，２４５３万５６６９円（１０万５４５
８円＋１万３３９５円＋１１８万２０４３円＋１０１４万４７７３円＋３９９万円



＋６８０万円＋２３０万円）となる。
イ　被告らの主張
(ア)　逸失利益について
原告は，不法滞在の大韓民国人であった。日本にいずれいられなくなることは明白
で，基準は大韓民国のものによるべきである。
大韓民国労働部の統計（乙１３）によれば，４９歳高卒男性の全産業平均の月額賃
金は１５３万７１３０ウォンであり，これを日本円に換算すると１５万７７０９円
（換算レート１００ウォン１０．２６０円）となるから，各損害の計算の基礎には
かかる数値を用いるべきである。
(イ)　慰謝料について
これも大韓民国の基準によるべきである。賃金センサスの比較でも，大韓民国は日
本の２分の１ないし３分の２程度である。
(ウ)　損益相殺について
原告は，労災保険から休業補償給付として２６９万２０３５円，障害補償一時金と
して４４８万６７２５円の給付を受けたが，原告には後記のとおり大きな過失があ
るので，これを勘案した上で損益相殺がなされなければならない。
原告は，休業特別支給金，障害特別支給金は，損益相殺の対象にならないと主張す
る。しかし，原告は，既に上記特別支給金の給付を受けており，社会福祉の目的は
果たされていること，上記特別支給金には，今後の治療等によって生じる損害の填
補の意味も含まれていることから，損益相殺の対象とすべきである。
(エ)　弁護士費用について
原告は，労災補償の給付を受け，治療その他の問題を解決できたことで，当初，被
告Ｂに感謝もしていたが，どういうわけか突如豹変し，被告Ｂが原告に労災補償が
おりるように整えた外形があるのを奇貨として，本件訴訟に及んだものである。か
かる訴訟のための弁護士費用は，本件事故の損害とはならない。
(6)　被告Ｂの不当利得の有無
ア　原告の主張
被告Ｂは，津島労働基準監督署から，休業補償給付として２６９万２０３５円，休
業特別支給金として８９万７３４５円を原告のために代理受領したが，原告に対
し，そのうち２８４万５７８０円しか引き渡さず，残金の７４万３６００円を渡さ
なかった。上記給付金は原告が受給権を有するものであり，被告Ｂはそれを取得す
る法律上の原因を欠くものであるから，被告Ｂは上記７４万３６００円を原告に返
還する義務を負う。
被告Ｂは，平成１１年１２月に，入院中の原告に３０万円を支払ったと主張する
が，そのような事実は存在しない。
被告Ｂは，原告には，Ｅ工場内の宿舎の宿泊費用１２万円の支払義務があると主張
する。しかし，本件事故が起きるまで，原告がＥ工場内の宿舎に宿泊していたこと
は事実であるが，本件事故が起きた直後，被告Ｂは，原告の荷物を勝手に整理し，
部屋の外に放置し，原告が使用していた部屋の明渡しを断行した。放置された原告
の荷物は，平成１１年１２月ころ，原告の妻が回収した。なお，原告が使用してい
た部屋は，被告Ｂが別のオーバーステイの外国人労働者（ミャンマー人）に賃貸し
た。したがって，原告は，被告Ｂに対し，宿舎の賃料の支払義務はない。
被告Ｂは，本件事故当日，原告の診療費として１万３９００円を立替払した旨主張
するが，そのような事実はない。
被告Ｂが支払った保険料は，事業主として，被告Ｂが当然負担しなければならない
保険料であって，それを原告が負担しなければならない理由はない。
被告Ｂが労災保険の申請のために要した交通費や休業損害についても，本来，被告
Ｂが事業主として当然負担すべき費用であって，それを原告が負担しなければなら
ない理由はない。
以上のとおり，被告Ｂには，７４万３６００円の不当利得返還請求を拒絶する正当
な理由はない。
イ　被告Ｂの主張
被告Ｂは，平成１１年１２月下旬，入院中の原告に対し，Ｈを介して，３０万円を
支払っている。
また，労災補償を受ける手続上，原告の住所はＥ工場内の宿舎にしてあるが，その
宿舎の宿泊費用として１２万円（月額１万円かける１２か月）を原告は被告Ｂに支
払わなくてはならない。
被告Ｂは，本件事故当日，原告の診療費として，１万３９００円を立替払いしてい



る。
被告Ｂは，原告について，方便として後から労災に加入したため，保険料８万２１
２７円の支払を余儀なくされている。
被告Ｂは，労災申請のために申請費用を支出したのみならず，本来自己の従業員で
ない者について労災申請をしたために，労働基準局との折衝等に何度も足を運ばな
ければならなかった。
また，被告Ｂは，原告の入院直後から，本来何らの義務もないのに，人道上の見地
から，治療や入院の手配をし，病院に赴き，面会をし，保険でまかなえるようにと
尽力した。被告Ｂは，これらにかかった交通費，本来の業務ができなかったことに
よる多大な休業損害相当の損害を負った。
以上を勘案すれば，被告Ｂは，原告に対して，７４万３６００円の返還義務を負わ
ない。むしろ，かかる金額を相殺してなお残る金額について，原告に支払義務があ
る。
第３  当裁判所の判断
１  争点(1)（原告と被告らの雇用関係）について
(1)　争いのない事実に甲１７，１８の１，２　乙１５，１６，証人Ｈ，原告本人，
被告Ｂ本人及び後掲証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下のとおりの事実を認め
ることができる。
ア　原告は，大韓民国籍の男性であり，Ｄの従業員として，被告会社が建物を所有
するＥ工場の一画で稼働していた。
Ｄは，Ｅ工場の一画で，自己所有のクレーン設備等を使用して，被告会社の下請け
等の仕事をしていたが，平成１１年９月１０日と同年１０月１０日に手形不渡りを
出して事実上倒産し，同年１１月５日には破産宣告を受けた。
イ　Ｄが平成１１年９月１０日に手形不渡りを出した当時，Ｄには３名の大韓民国
人労働者（原告のほかに通称の日本人名がＦとＧ）と数人の日本人労働者及びミャ
ンマー人労働者が働いていた。
ＤのＬ社長は，平成１１年９月１０日に第１回目の手形不渡りを出した後，Ｅ工場
に顔を出さなくなり，同年１０月１０日に第２回目の手形不渡りを出した後は所在
不明となった。
ウ　Ｌ社長が平成１１年９月ころからＥ工場に顔を出さなくなったため，Ｄの従業
員らは，どうしたらよいか途方にくれていた。
すると，被告会社の従業員であるＨがＧのところにやってきて，Ｄで働いていたと
きと同じ条件で，Ａにおいて雇うから，そのままここで働かないかと提案した。
Ｇは，原告及びＦと相談し，大韓民国人労働者３名のリーダー格であったＦが雇用
条件についてＨと交渉した結果，Ｈの提案を受け入れ，Ａこと被告Ｂの従業員とし
て働くことにした。
エ　平成１１年１０月分の原告の給料は，同年９月分までのＤの給料明細書（甲
８，９）ではなく，「Ｂ」という係印が押捺されたＡの給料明細書（甲７）が同封
されたＥ工場でＤが使用していた給料袋（甲６）により支給されたものであり，Ａ
の給与台帳（乙３）には，原告，Ｆ及びＧに対してＡが給料を支払っていた旨の記
載がある。
オ　被告Ｂは，原告がＡの従業員であったとして，本件事故について労災の認定申
請をし，津島労働基準監督署から，本件事故について是正勧告書（乙４）を交付さ
れ，これに対する是正報告書（乙５）を提出した。
(2)　以上認定の事実によれば，原告は，それまで稼働していたＤが倒産したことに
伴い，Ｄへ仕事を発注していた被告会社を経営する被告Ｂに，Ｈを介して，直接雇
用されたものと認めることができる。
(3)　これに対し，被告Ｂは，被告Ｂと原告との間に雇用契約が締結されたことを否
定し，以下のとおりの主張をし，証人Ｈ，被告Ｂは，これら主張に沿う証言，供述
をしている。
被告Ｂは，そもそもＡはＥ工場とはかかわりがなく，その従業員がＥ工場で働いて
いたことはない旨主張する。しかし，Ｄが事実上倒産し，これに発注していた被告
会社が，Ｄの従業員に引き続き仕事をしてもらうため，被告会社を経営する被告Ｂ
においてＤの従業員を直接雇用することを考えることは極めて自然なことというべ
きであり，Ｄ倒産以前においてはＡがＥ工場と関係がなかったからといって，その
ことが被告Ｂにおいて原告を直接雇用したことを否定するに足りる事情ということ
はできない。なお，証人Ｈも，ＤのＬ社長が行方不明となった状態でＤの従業員に
作業を続けてもらうため，間違いなく給料はＡで支払うとの約束があったと考えて



いる旨証言しており，Ｄの倒産によりＡがＥ工場にかかわるようになったことを肯
定している。そして
，前記認定のとおり，平成１１年１０月分の原告の給料が，「Ｂ」という係印が押
捺されたＡの給料明細書が同封された給料袋により支給され，Ａの給与台帳には，
原告，Ｆ及びＧに対してＡが給料を支払っていた旨の記載があること，被告Ｂは，
原告がＡの従業員であったとして，本件事故について労災の認定申請をしているこ
とに照らせば，原告は，被告Ｂに直接雇用されたものと優に認めることができる。
これに対し，被告Ｂは，Ｄが手形不渡りを出した後も，Ｄの従業員は，引き続きＤ
のヤードでＤが受注した仕事をＬ社長の弟のＭや親方格のＦの指揮を受けて行って
いたものである旨主張する。しかし，前記認定のとおり，Ｄが事実上倒産し，Ｌ社
長が所在不明になった以上，Ｄから給料の支払がなされる確実な見込みはないので
あって，そのような状況下で，なおＤの従業員がＤの従業員として引き続きＤが受
注していた仕事を行っていたということは極めて不自然であって，前記認定のとお
り，Ｈから，従前と同じ条件で直接雇用する旨の申し入れがあったことから，これ
に応じて仕事を継続したものと認めるのが合理的である。
被告Ｂは，Ｄの従業員に対し平成１１年１０月以降の給料を直接支払った経緯につ
いて，Ｌ社長から，被告ＢのＤに対する請負代金の中から，Ｄの従業員の賃金に相
当する部分を支払ってやってもらえないかとの依頼があったので，Ｌ社長に代わっ
て支払った旨主張する。しかし，請負代金の一部支払というのであれば，前記認定
のとおり，平成１１年１０月分の原告の給料について，Ａの給料明細書による給料
支給の形をとり，また，Ａの給与台帳にその旨の記載があることと整合しないとい
わざるを得ない。なお，被告Ｂは，原告に本件事故による労災給付を受給させるた
め，原告を雇用した外形を作出した旨主張するが，そうであれば，本件事故後もな
おＡの給与台帳にＦ及びＧに対してＡが給料を支払っている旨記載していることの
合理的理由が明らか
でない。
被告Ｂは，原告の雇用主として，本件事故についての労災申請をした経緯につい
て，原告の不遇と病状の深刻さを見かねて，人道的見地から，労働基準監督署に対
して虚偽報告になってしまうことも覚悟して，原告に何らかの補償を受けさせるた
めの便法として，形式的に雇用主となって労災保険の申請に踏み切ったものである
旨主張する。しかし，前記認定のとおり，被告Ｂは，津島労働基準監督署から，本
件事故について是正勧告を受け，これに対する是正報告書を提出するなどの不利益
を被っているほか，前記のとおり，被告Ｂは，原告を労災に加入させるため，保険
料８万円余りの支払を余儀なくされたほか，労働基準局との折衝等に何度も足を運
ばなければならなかったことなどによる交通費や本来の業務ができなかったことに
よる多大な休業損害相
当の損害を負った旨主張しているところ，そのような不利益を負ってまで，被告Ｂ
が下請の従業員にすぎない原告のために虚偽申請までしてその救済を考えたという
ことは極めて不自然といわざるを得ない。
以上によれば，原告との雇用契約を否定する被告Ｂの主張並びにこれに沿う証人Ｈ
の証言及び被告Ｂの供述はたやすく採用することができない。
(4)　前記認定の事実によれば，原告は，被告Ｂに雇用されたものと認められるので
あり，原告が被告会社に雇用されたものと認めるに足りる証拠はない。
２　争点(2)（本件事故の態様）について
(1)　争いのない事実に甲４の１ないし４，１７，１８の１，２　，１９の２，乙
１，４ないし６，８ないし１２，１５ないし１７，２０，２１の１，４，１２，証
人Ｉ，同Ｈ，原告本人，被告Ｂ本人及び弁論の全趣旨によれば，以下のとおりの事
実を認めることができる。
ア　原告は，平成１１年１１月１０日午前８時３０分ころから，Ｅ工場で作業を始
めた。当日は，他の大韓民国人労働者のＦ，Ｇと共同して，３メートルくらいの長
さのパイルと４メートルくらいの長さのパイルを溶接して，７メートルくらいの長
さのパイルを製造する作業を行うことになっていた。
ＦとＧは，Ｅ工場の外で，パイルを洗浄の上，不ぞろいの長さのパイルを切断し４
メートルの長さに切りそろえる作業をし，原告は，工場の中で４．９トンクレーン
である本件クレーン（乙６添付の「クレーン配置図」に記載の⑨のクレーン）を操
作して，ＦとＧが切りそろえた４メートルくらいの長さのパイルを工場の外から中
へ運び，溶接がしやすいように，４メートルくらいの長さのパイルの端と３メート
ルくらいの長さのパイルの端をそろえて並べる作業に取りかかった。



イ　同日の作業を開始して間もないころ，原告が，４メートルくらいの長さのパイ
ルと３メートルくらいの長さのパイルを溶接するため，４メートルくらいの長さの
パイルを十数枚重ねたものを本件クレーンを操作して工場の外から中へ運び，これ
を鋼製枕木（地面とパイルとの間にすき間を作るために地面に置いてあるＨ型鋼
材）の上に降ろし，クレーンのフックに掛けた２本のワイヤーのうち原告側の方の
みを外してクレーンを上げ始めたところ，ワイヤーがパイルと鋼製枕木の間に挟ま
れていたため，重ねたパイルが原告の方に倒れてきた。原告は，とっさの出来事で
あったため，倒れてきたパイルを避けることができず，原告の後ろにあった作業台
とパイルの間に両足を挟まれ，両側大腿，下腿骨解放性骨折，右膝窩動静脈断裂，
両側下腿広範囲皮膚欠
損創の傷害を負った。
(2)ア　以上の本件事故の態様については，原告以外に直接の目撃者は現存していな
いところ，原告は，４メートルくらいの長さのパイルと３メートルくらいの長さの
パイルの端をきちんと合わせるため，クレーンの可動スイッチと停止スイッチを交
互に押して，パイルの位置の調整をしていたところ，動いていたクレーンが突然停
止し，クレーンをつっているワイヤーが下に伸び，パイルをつっているクレーンご
と下に落ち，パイルが地面に落ちた反動でパイルをつっていたワイヤーが緩み，ク
レーンのフックから外れ，ワイヤーが外れたパイルは，地面に落ちた反動で原告の
方に倒れてきた旨陳述（甲１７）し，また，甲１７の陳述書の内容は自分の記憶と
合っているとしつつ，原告がクレーンをいったん止めたところ，スイッチを押して
いないのにクレーン
が落ちてきた，パイルが床に落ちているときにパイルに巻いてあるワイヤーが外れ
て原告の方になだれかかってきた，クレーンが止まったときにパイルをくるんでい
るワイヤーが外れた，フックはそのままで，フックにつながっているワイヤーが外
れた，ワイヤーだけが外れたもので，クレーンは落ちていない，ワイヤーが外れて
パイルが落ちてきた，クレーンが止まった瞬間にパイルをくるんでフックに掛ける
ワイヤーが外れて，パイルが原告の方に倒れてきた，最初はフックについているワ
イヤーが外れてパイルが落ち，そのパイルが落ちる拍子にパイルを巻いているワイ
ヤーが外れた，最初フックをつっているワイヤーが下がってきて，それで地面に着
いて，それでパイルが落ちたので，その拍子にフックに引っ掛けてあるワイヤーが
外れた，運んできた
パイルをつっているワイヤーが外れたのは，同パイルが鋼製枕木の上に置かれたＨ
パイルの上に落ちたときである，ワイヤーは，積んであったＨパイルと新しく持っ
てきたパイルの間に挟まらないように，位置を考えて，パイルがない位置にワイヤ
ーを巻いており，本件事故のときもこれを確認している旨供述している。
イ　原告の前記陳述と供述の内容は，陳述では，動いていたクレーンが突然停止し
たとあるのに対し，供述では，原告がいったん停止させたとするもので，停止の原
因が食い違っている。そして，供述の内容は，当初は，クレーンが止まった瞬間に
クレーンが落ちて，パイルをつっていたワイヤーが外れたという趣旨のものであ
り，パイルが地面に落ちた（着いた）反動でパイルをつっていたワイヤーが緩み，
ワイヤーが外れたとする原告の主張に沿うものではなかった。しかるに，その後，
フックをつっているワイヤーが下がって，パイルがＨパイル上に落ちた拍子にパイ
ルをつっているワイヤーが外れたという趣旨の原告の主張に沿う供述に変わってい
る。
以上のように原告の陳述と供述の内容に食い違いがあり，また，供述内容は，当初
は原告の主張に沿うものではなかった。そして，原告は，前記のとおり，運んでき
たパイルをつっているワイヤーが外れたのは，同パイルが鋼製枕木の上に置かれた
Ｈパイルの上に落ちたときであり，ワイヤーは，積んであったＨパイルと新しく持
ってきたパイルの間に挟まらないように，位置を考えて，パイルがない位置にワイ
ヤーを巻いており，本件事故のときもこれを確認している旨供述しているが，かか
る供述は，そもそも，Ｅ工場における原告が本件事故当時に行っていたクレーン操
作による作業状況を再現した乙１２のビデオテープの内容に照らせば，運んできた
パイルが，鋼製枕木の上ではなく，鋼製枕木の上に置かれた原告のいうＨパイルの
上に落ちるというこ
と自体不合理であり，また，甲１９の２に写っている鋼製枕木の上に置かれた原告
のいうＨパイルの形状に照らせば，運んできたパイルについて，Ｈパイルのない位
置にワイヤーを巻くことは不可能といわざるを得ない。
以上によれば，本件事故の態様についての原告の陳述，供述は，食い違いがあった



り，供述が変遷したり，あるいはあいまいな部分があるなど，たやすく採用するこ
とができないといわざるを得ない。
ウ　本件事故の態様についての原告の主張は，本件クレーンが作動中，突然停止し
た上，本件クレーンをつっているワイヤーが下に伸び，つっていたパイルごと下に
落ち，パイルが地面に落ちた（着いた）反動でパイルをつっていたワイヤーが緩
み，本件クレーンのフックから外れたというものであり，本件クレーンのブレーキ
装置が故障していたことを前提とするものである。
Ｅ工場にあったＤ所有の各クレーンについて，原告は，これが故障がちであった旨
陳述（甲１７），供述し，Ｇの陳述書（甲１８の１，２）にも同趣旨の記載があ
る。
しかし，原告は，前記のとおり，４メートルくらいの長さのパイルと３メートルく
らいの長さのパイルの端をきちんと合わせるため，本件クレーンの可動スイッチと
停止スイッチを交互に押して，パイルの位置の調整をしていた旨主張しているとこ
ろ，そのような作業ができたということは，本件事故の直前まで本件クレーンのブ
レーキ装置等に故障はなかったものということができる。また，乙８ないし１０及
び弁論の全趣旨によれば，本件クレーンは，片門型をした柱，梁の部分と，鋼材を
つりワイヤーの巻き上げ等をする部分とで構成されており，このうち，鋼材をつり
ワイヤーの巻き上げ等をする部分がホイストと呼ばれ，片門型の梁の部分に取り付
けられ，梁を移動するモーター（電動トロリ）と巻き上げモーターを備えているこ
と，クレーン自体は
，柱の根元に走行モーターを備えており，この動力で移動すること，本件クレーン
には，株式会社日立製作所製のホイストＶシリーズ，電動トロリ付き普通型ホイス
トが設置され，使用されていたこと，ホイストクレーンは，ロードブロックをモー
ター駆動によるワイヤーの巻き上げで上下させるが，ホイストには，ワイヤーの滑
落を防止し一定スピードでの下降を可能にするブレーキ装置と，万が一ブレーキの
利きが甘くなって荷が加速落下した場合に働く非常用ブレーキである補助制動装置
の二重のブレーキ装置が備わっていることが認められ，これが両方とも突然故障す
るということは容易に想定し難いことというべきである。さらに，乙６によれば，
平成１１年１０月１日に株式会社名古屋工業所においてＥ工場のＤ所有の１５台の
クレーンについて年
次点検をした結果ではいずれにも異常はなかったことが認められる。そして，本件
事故直後に蟹江警察署の警察官が撮影した甲１９の２の写真４ないし８によれば，
Ｅ工場のＤ所有のクレーンは，いずれも空中に止まっており，ブレーキが利いてい
るものと認めることができる。
以上によれば，本件クレーンのブレーキ装置に故障があったことが本件事故の原因
であるとする原告の主張はたやすく採用することができない。
これに対し，原告は，本件クレーンに二重のブレーキユニットが備わっていたとし
ても，それが故障していたとすれば，本件のような事故が起きることも十分あり得
るものであり，通常では起こり得ないような事故が起きたということは，経験則
上，本件クレーンに何らかの異常（故障）があったとみるのが自然であるとし，甲
１９の２の写真に写っているクレーンが空中に止まっていることについて，配線の
接触不良によって，一時的にブレーキが利かない状態になったことや，長年にわた
るクレーンの使用により主ブレーキのブレーキライニングが摩耗し，その限界を超
えたため，クレーンが落下したが，クレーンが地面に落ちる前に補助制動装置が働
いてクレーン自体は空中で止まった（ただし，クレーンがつっていたパイルは地面
に落下し，その衝撃で
パイルをつっていたワイヤーがクレーンのフックから外れた。）ということ，さら
には，被告らが，警察の現場検証がなされる前に応急的に故障個所を修理した可能
性もないわけではない旨主張する。しかし，本件事故の態様が前記認定のとおりで
あるとすれば，通常では起こり得ないような事故ということはできず，本件事故の
結果から本件クレーンの二重のブレーキ装置がいずれも故障していたものと推認で
きるものではない。そして，配線の接触不良によって，一時的にブレーキが利かな
い状態になったと認めるに足りる証拠はない。また，主ブレーキのブレーキライニ
ングが摩耗してクレーンが落下し，補助制動装置が働く前にパイルが地面に落下し
たという場合，主ブレーキのブレーキライニングの摩耗によって生じたクレーンの
落下速度が，パイル
をつっていたワイヤーがフックから外れるほどの衝撃をもたらすものと認めるに足
りる証拠もない。これに対し，原告は，本件クレーンでつったパイルは，一番低い



部分でも，地表から約４０ないし５０センチメートルの高さがあり，もともとしっ
かりと固定して重ねられていたわけではなく，１枚のパイルの長さは４メートルく
らいあり，かなり不安定な状態であったから，その重ねたパイルが地面に落下した
衝撃でバウンドし，荷崩れを起こして原告の方に倒れてくることは十分あり得るこ
とであって，そのような事態が起きることは絶対にないと断定することはできない
旨主張する。しかし，前記のとおり，主ブレーキのブレーキライニングが摩耗して
クレーンが落下した場合の落下速度が地面に着いたパイルのバウンドをもたらすほ
どのものであると認
めるに足りる証拠はなく，原告の主張は単なる憶測の域を出るものでない。さら
に，被告らが警察の現場検証がなされる前に応急的に故障個所を修理したと認める
に足りる証拠もない。
さらに，原告は，乙６の天井クレーン点検報告書から，本件事故の時点で異常がな
かったとはいえないとし，同報告書が本件事故発生の３９日も前のものであること
を挙げる。しかし，本件事故直前の作業において，本件クレーンに故障があったと
は認められないことは前記のとおりである。次に，原告は，同報告書に記載の点検
日の当時は，Ｄが手形の不渡りを出して事実上倒産し，社長の行方も分からないよ
うな混乱した状態であり，そのような状況において，Ｄがクレーンの点検を受けて
いたというのは余りに不自然である旨主張する。しかし，平成１１年１０月１日の
点検日当時は，Ｄが第２回目の手形不渡りを出す前であって，定期に行われるクレ
ーンの年次点検ができないほどに混乱した状況にあったと認めるに足りる証拠はな
い。また，原告は，
Ｅ工場にあるクレーン１５台の５１０の点検項目のすべてに異常がないというのも
かえって不自然であり，クレーンのフックに安全用ストッパーの欠落及び瑕疵とい
う異常があったにもかかわらず，これが見落とされ，一切記載されていないことか
らすると，定期点検が本当に行われたのかそれ自体疑わしいし，仮に定期点検が行
われたとしても，その点検の仕方は極めて杜撰といわざるを得ない旨主張する。し
かし，乙６によれば，クレーンのフックのストッパーそのものが点検対象となって
いたとは認められず，乙６の記載内容自体から，その記載に信ぴょう性がないとい
うことはできない。
(3)　他方，証人Ｈ，乙１６，２０，２１の１，４，１２によれば，Ｈは，本件事故
後，Ｎ等から事故の状況を聴いたところ，パイルを降ろし，クレーンを上げたとき
にパイルが手前に倒れてきて足が挟まったものである旨の話があったこと，Ｈは，
平成１１年１１月２６日に津島労働基準監督署に提出した労働者死傷病報告（乙２
０）に「加工の為，取り合わせした鋼材を集めて束にして溶接の仮付け場所へ，ク
レーンにて運び，ワイヤーを外した時にワイヤーが下の定盤とに挟まりそれを無理
にクレーンで外そうとして鋼材が手前に倒れ溶接用定盤との間に挟まれて複雑骨折
したもの」と記載したこと，Ｈは，原告からも，入院中の病院において，本件事故
の模様について１時間くらいの時間をかけて確認したこと，原告は，日本語の読み
書きはできなかった
が，聞き取りについては半分くらいは分かっていたので，図を用いて説明しなが
ら，韓国語の言葉を辞書で引くなどして，本件事故の態様について確認したとこ
ろ，上記労働者死傷病報告に記載したような事故態様であったことが確認されたこ
と，Ｈは，平成１２年２月２９日と同年１２月２８日に津島労働基準監督署に提出
された労災保険に係る給付請求書等（乙２１の１，４，１２）の災害の原因及び発
生状況の欄に「第２ヤード加工場にて，加工の為，取合わせした鋼材を集めて束に
し，溶接の仮付場所へ，クレーンにて運び，ワイヤーを外した時に，ワイヤーが下
の定盤とに挟まりそれを無理にクレーンで外そうとして，鋼材が手前に倒れ溶接用
定盤との間に足を挟まれ複雑骨折したもの」などといずれも同趣旨の記載をしたこ
と，その各給付請求書等
の請求人，申請人の欄には，いずれも原告の署名押印がされていること，平成１４
年になって，ＨがＦにＨが把握している上記のような本件事故の態様について確認
したところ，Ｆは，Ｈの説明にうなづいていたことが，それぞれ認められる。
そして，証人Ｉも，本件事故の態様についてＮから聞いた内容として，前記認定の
事故態様に沿う証言，陳述（乙１７）をしている。
これに対し，原告は，Ｎなる人物は，既に死亡しており，その供述内容に係る証言
は伝聞にすぎず，具体的にどのような供述をしていたのか明らかでなく，そもそも
Ｎなる人物が本件事故現場に本当にいたかも定かでないし，仮にいたとしても，Ｎ
は本件事故が起きた瞬間の状況を目撃していたわけではないから，かかる人物の事



故態様に関する供述も単なる憶測にしかすぎない旨主張する。しかし，原告の事故
態様についての陳述，供述の内容がたやすく採用できないことは，前記のとおりで
あり，乙１２のビデオテープのＥ工場におけるクレーンの引き上げ操作によりパイ
ルが倒れる状況を再現した内容に照らせば，Ｎが述べていたという事故態様の方
が，本件クレーンのブレーキ装置の故障を原因として主張する原告の主張よりも合
理的というべきであり
，伝聞であるというだけで，Ｎの供述内容が証拠価値がないということはできな
い。
また，原告は，原告に対する本件事故の態様に関する事情聴取が全くされておら
ず，原告が労災の申請書類に署名押印したのは，Ｈから，名前を書いて判子さえ押
せば保険金が出ると言われ，その指示に従って署名押印しただけで，それ以上の説
明は一切受けておらず，日本語を読むことができない原告が，労災の申請書類の内
容について，具体的な説明をされたことは一切ない旨主張し，原告は，これに沿う
供述，陳述（甲１７）をする。しかし，被告Ｂは本件事故について労災として申請
しているのであるから，原告が本件事故について事情を聴取されたことが全くない
ということはたやすく措信できず，前記認定のとおりの態様で原告に対する事故態
様の確認を行ったとする前記証人Ｈの証言，陳述（乙１６）の方が信用することが
できる。これに対し，
原告は，被告Ｂが，原告から本件事故の態様に関する事情聴取もしないで，労働基
準監督署に原告の自損事故である旨記載した事故報告をしていたことは明らかであ
り，かかる事実経過からすると，労災の申請をするときになって初めて，本件事故
の態様をＨが原告に確認したというのは不自然といわざるを得ない旨主張する。し
かし，証人Ｈは，労災申請の前に原告に事故状況を聴いていないとしつつ，労災の
報告書を書いた時点で病院で確認している旨証言しているところ，乙２０と乙２１
の１の各受理年月日に照らし，原告が主張するとおり，被告Ｂが労働基準監督署に
乙２０の労働者死傷病報告を提出した時点では，原告から事故態様について確認し
ていないとしても，同報告書には，Ｎ等から聴取した内容に基づいて事故態様を記
載し，その後，労災
の申請書を提出する際に，改めて原告に事故態様の確認をした上で，原告の署名押
印をしてもらうということは，何ら不自然なことではないというべきである。
(4)　以上によれば，本件事故の態様については，前記認定のとおりと認めるのが相
当である。
３　争点(3)（被告らの責任原因）について
(1)ア　前記認定のとおり，被告Ｂは，本件事故時において，原告を雇用していたも
のであり，雇用契約に付随する義務として，労働者である原告の生命，身体を危険
から保護するよう配慮する義務（安全配慮義務）を負っていたものと解される。
イ　乙４によれば，原告が本件事故時に行っていたクレーンを使用しての作業につ
いては，つり下げ荷重が１トン以上のクレーンの玉掛けの業務に，技能講習を修了
していない原告を就かせていたこと，つり下げ荷重が５トン未満のクレーンの運転
（床上操作）を行う原告に対し，法定の特別教育を行っていないことという労働安
全衛生法違反の事実があったことが認められる。
また，原告本人，証人Ｈ，被告Ｂ本人によれば，原告が，Ｄの倒産によりその監督
を受けなくなった後，Ｅ工場で引き続き被告会社発注の仕事を継続して行うように
なったにもかかわらず，被告Ｂにおいて，原告の玉掛け資格やクレーン運転（床上
操作）の特別教育受講の有無を確認することなく，本件事故時に行っていたと同様
のクレーン作業に従事させたものであり，日々の作業について，原告らを監督する
者はおらず，その安全を確保するための教育，注意，指導等を行うことも全くなか
ったことが認められる。
ウ　以上によれば，被告Ｂは，原告の使用者として，原告に対する安全確保のため
の教育，注意，指導等を全く行うことなく，監督者も置かず，玉掛けの技能講習の
修了やクレーン運転（床上操作）の特別教育の受講が必要で，本来原告が行うこと
のできない業務に原告を従事させていたものであるところ，前記認定の本件事故の
態様に照らせば，玉掛けのワイヤーを外してクレーンを上昇させた際に本件事故が
発生しているのであるから，本件事故の原因は，被告Ｂの安全配慮義務違反に起因
するものといわざるを得ない。
(2)　被告会社については，前記認定のとおり，Ｅ工場の建物を所有し，Ｄに対する
発注をしていたとは認められるものの，原告を雇用していたと認めることはでき
ず，また，発注者の立場で原告に対する個別的な作業指示をしていたとも認めるに



足りる証拠はなく，原告に対する安全配慮義務を負っていたものと認めることはで
きない。
４　争点(4)（過失相殺の要否）について
(1)　本件事故の態様は，前記認定のとおり，原告が，４メートルくらいの長さのパ
イルを十数枚重ねたものを本件クレーンを操作して工場の外から中へ運び，これを
鋼製枕木の上に降ろし，クレーンのフックに掛けた２本のワイヤーのうち原告側の
方のみを外してクレーンを上げ始めたところ，ワイヤーがパイルと鋼製枕木の間に
挟まれていたため，重ねたパイルが原告の方に倒れてきたが，とっさの出来事であ
ったため，倒れてきたパイルを避けることができず，原告の後ろにあった作業台と
パイルの間に両足を挟まれ，両側大腿，下腿骨解放性骨折等の傷害を負ったという
ものである。
(2)　被告らは，原告が自分の身体の正面に大きなけがを負ったということは，クレ
ーンの動きを注視しないままに作動させていたことを示しており，本件事故は，い
わゆる手抜きやわき見といったことが原因で起こったものであり，安全教育以前の
問題で，原告が自ら招いたとさえいえるもので，原告の過失割合は極めて大きい旨
主張する。そして，証人Ｉは，本件事故直後，ＮがＦに対し，よそ見をして原告と
Ｆがしゃべりながらクレーン作業をしたことについて，しかりつけているのを何回
も聞いた旨証言し，また，事故後，Ｎに事故の模様を聴くと，原告とＦが話をしな
がらよそ見をして作業をしていたために起こったものであるとの説明があった旨陳
述（乙１７）し，被告Ｂも，本件事故後１週間くらいしてから，Ｎに事故の態様に
ついて聴いたところ
，Ｆと原告が話をしてよそ見をしていて，ワイヤーが下にかんでいるのに構わずク
レーンを持ち上げたため事故が起きた旨の説明があった旨供述する（乙１５の陳述
書では，Ｆと原告が話をしてよそ見をしていた旨聞いたとの陳述はない。）。
しかし，前記認定のとおり，Ｈが記載した労働者死傷病報告や労災の各申請書に
は，災害の原因及び発生状況として，よそ見，おしゃべりの点は記載されておら
ず，また，原告本人，甲１７，１８の１，２によれば，前記認定のとおり，本件事
故当時，ＦとＧは，Ｅ工場の外で，パイルを洗浄の上，不ぞろいの長さのパイルを
切断し４メートルの長さに切りそろえる作業をしていたものと認められるのであ
り，原告がＦと話をしてよそ見をしていたために本件事故が起きたものとはたやす
く認めることができない。証人Ｉも，原告とＦが本件事故当時Ｅ工場内で一緒に作
業している状況を現認しているものではないことを認めている。
そうすると，本件事故が手抜きやわき見といったことが原因で起こったものである
とする被告らの主張はたやすく採用することができない。
また，原告本人，甲１７によれば，前記認定のとおり，パイルが倒れてきた際，と
っさの出来事であったため，倒れてきたパイルを避けることができず，原告の後ろ
にあった作業台とパイルの間に両足を挟まれたものと認められるのであって，原告
が自分の身体の正面に大きなけがを負ったからといって，そのことが，原告がクレ
ーンの動きを注視しないままに作動させていたことを示しているということはでき
ない。
(3)　もっとも，前記認定の本件事故の態様は，本件クレーンでパイルを鋼製枕木の
上に降ろし，クレーンのフックに掛けた２本のワイヤーのうち原告側の方のみを外
してクレーンを上げ始めたところ，ワイヤーがパイルと鋼製枕木の間に挟まれてい
たため，重ねたパイルが倒れてきたというものである。
そして，そのような状態でクレーンを引き上げるとパイルが倒れる危険性が高いこ
とは，玉掛けの技能講習の修了やクレーン運転（床上操作）の特別教育の受講がな
くても容易に理解できるものというべきであり，そのような不注意な作業を行った
原告にも本件事故の原因となった過失があるといわざるを得ない。
しかし，原告が本件事故時に行っていたクレーン作業は，原告が適法に行い得るも
のではなく，本来原告にさせてはいけないものであったのであり，かかるクレーン
作業について，使用者である被告Ｂから，安全確保のための教育，注意，指導等は
全く行われておらず，監督者も置かれていなかったのであるから，そのことが，上
記のように不注意な作業により原告が受傷するに至った主たる原因というべきであ
る。
これに対し，被告らは，原告がクレーン作業を本件事故まで１年半以上行ってきた
から，通常のクレーンの作業は覚えていて当然である旨主張するが，かかる主張
は，玉掛けの技能講習の修了やクレーン運転（床上操作）の特別教育の受講を必要
としている労働安全衛生法の趣旨を否定するものであり，採用することができな



い。
以上によれば，原告にも本件事故の原因となった過失があると認められるが，その
過失の割合は３割と認めるのが相当である。
５　争点(5)（原告の損害額）について
(1)　甲３，４の１ないし４，１７，乙２１の１，弁論の全趣旨によれば，原告は，
本件事故により，両側大腿，下腿骨解放性骨折，右膝窩動静脈断裂，両側下腿広範
囲皮膚欠損創の傷害を負い，いったん，愛知県厚生農業協同組合連合会海南病院に
運ばれた後，中京病院に転送され，同病院おいて手術を受け，平成１１年１１月１
０日から平成１２年２月１７日まで同病院に入院し，その後笠寺病院に転院し，リ
ハビリテーションを受けるかたわら，月に１度くらいの割合で中京病院に通院して
主治医の診察を受けていたこと，平成１２年１１月７日に笠寺病院を退院した後
は，名古屋市南区にある医療法人財団善常会リハビリテーション病院に通院してリ
ハビリテーションを行っていたこと，その後，平成１２年１２月７日，中京病院の
医師から，両腰，足関
節の可動域制限，筋力低下の障害の部位による症状固定の診断を受け，平成１３年
２月ころ，労働基準局から後遺障害９級２０号の認定を受けたことが認められる。
(2)　原告は，本件事故により，以下のとおりの損害を被ったものと認められる。
①　治療費（薬代，入院雑費を含む）  １８万２８０８円
甲１０の１ないし１８によれば，原告は，治療費（薬代，入院雑費を含む）とし
て，１０万５４５８円を支払ったことが認められるほか，原告が労災保険から７万
７３５０円の療養補償給付の支給を受けていることは当事者間に争いがなく，弁論
の全趣旨によれば，同額の治療費がかかっていることが認められるから，その合計
額は１８万２８０８円（１０万５４５８円＋７万７３５０円）となる。
②　文書料（雑費を含む）　　　　　　　１万３３９５円
甲１１ないし１５，１６の１，２によれば，原告は，文書料（雑費を含む）とし
て，１万３３９５円を支払ったことが認められる。    
③　休業損害　　　　　　　　　　　３８５万１９６７円
前記認定の原告が本件事故から症状固定の診断を受けるまでの経緯によれば，原告
は，平成１１年１１月１０日から平成１２年１２月７日まで，本件事故による受傷
のため休業せざるを得なかったものと認められる。
そして，原告の本件事故前３か月間の所得税控除前の給料額は，平成１１年８月分
が２９万１７５０円（甲９），同年９月が２５万５７５０円（甲８），同年１０月
分が３４万６５２０円（３１万３５２０円＋３万３０００円。甲７）であるから，
その平均月額は，２９万８００６円（（２９万１７５０円＋２５万５７５０円＋３
４万６５２０円）÷３。円未満切り捨て）となる。
そうすると，平成１１年１１月１０日から平成１２年１２月７日までの休業期間に
よる休業損害を算定するには，月額２９万８００６円に基づいて算定するのが相当
と認められ，これに基づいて算定すれば３８５万１９６７円（２９万８００６円×
（１２か月＋２１日÷３０日＋７日÷３１日）。円未満切り捨て）となる。
④　後遺症逸失利益      　　　　　９７６万７０７８円
前記認定のとおり，原告の症状固定日は平成１２年１２月７日であり，原告本人に
よれば，原告の生年月日は，昭和２６年３月３０日と認められるから，症状固定時
の原告の年齢は４９歳である。そして，前記認定のとおり，原告は，後遺障害９級
２０号の認定を受けているのであるから，その労働能力喪失率は３５パーセントと
認めるのが相当である。
ところで，原告本人によれば，原告は，本件事故当時，いわゆるオーバーステイ状
態で稼働していた大韓民国人であることが認められる。このような資格外就労外国
人の逸失利益を算定するには，不法就労者が日本で就労可能と認められる年数につ
いては，日本において得ていた賃金額を基礎とし，その余の就労可能期間について
は母国賃金を基準として算定するのが相当である。そして，甲１７によれば，原告
は，平成１０年３月ころ来日して，Ｄで稼働するようになったものであることが認
められ，本件事故の日までに現に１年８か月以上就労していたものであるから，本
件事故がなければなお３年間は日本において就労可能であったと認めるのが相当で
ある。
そうすると，４９歳から５２歳までの３年間については，前記認定の月額２９万８
００６円の本件事故前３か月間の平均賃金月額に基づき算定するのが相当である。
また，５２歳から６７歳までの１５年間については，原告本人によれば，原告の最
終学歴は高卒であると認められるから，大韓民国の高卒男性の全産業全年齢平均賃



金に基づいて算定するのが相当であり，平成１２年度大韓民国労働部統計である乙
１３によれば，その月額賃金は１３３万３３８９ウォンであり，年間特別給与は３
７４万７９４６ウォンであると認められ，乙１４によれば，１００ウォンを１０．
２６円と換算するのが相当と認められるから，その平均賃金は年額２０２万６２０
７円（（１３３万３３８９ウォン×１２か月＋３７４万７９４６ウォン）÷１００
×１０．２６。円未
満切り捨て）となる。
以上により，原告の逸失利益をライプニッツ係数を用いて中間利息を控除して算定
すれば，９７６万７０７８円（２９万８００６円×１２か月×０．３５×２．７２
３２＋２０２万６２０７円×０．３５×（１１．６８９５－２．７２３２）。円未
満切り捨て）となる。
⑤　傷害慰謝料　　　　　　　　　　３００万円
前記認定のとおり，原告の入院期間は平成１１年１１月１０日から平成１２年１１
月７日までの約１２か月であり，通院期間は平成１２年１１月８日から平成１２年
１２月７日までの約１か月であるところ，原告がいわゆるオーバーステイの大韓民
国人であることもしんしゃくの上，その傷害慰謝料については，３００万円と認め
るのが相当である。
⑥　後遺障害慰謝料        　　　　６５０万円
前記認定のとおり，原告の後遺障害の等級は９級２０号と認められるところ，原告
がいわゆるオーバーステイの大韓民国人であることもしんしゃくの上，その後遺障
害慰謝料については，６５０万円と認めるのが相当である。
(3)　原告が，労災保険から，療養補償給付として７万７３５０円，休業補償給付と
して２６９万２０３５円，障害補償一時金として４４８万６７２５円の給付を受け
たことは当事者間に争いがない。
労災保険給付の控除と過失相殺の先後関係については，まず過失相殺をして損害賠
償額を減額の上，対象となる損害項目から労災保険給付の控除をして調整を行うべ
きものと解される。
そうすると，３割の過失相殺をした後の原告の損害額は，前記(2)の①の治療費が１
２万７９６５円（１８万２８０８円×０．７。円未満切り捨て），同②の文書料が
９３７６円（１万３３９５円×０．７。円未満切り捨て），同③の休業損害が２６
９万６３７６円（３８５万１９６７円×０．７。円未満切り捨て），同④の後遺症
逸失利益が６８３万６９５４円（９７６万７０７８円×０．７。円未満切り捨
て），同⑤の傷害慰謝料が２１０万円（３００万円×０．７），同⑥の後遺障害慰
謝料が４５５万円（６５０万円×０．７）となる。
そして，前記療養補償給付７万７３５０円は①の治療費１２万７９６５円から，前
記休業補償給付２６９万２０３５円は③の休業損害２６９万６３７６円から，前記
障害補償一時金４４８万６７２５円は④の後遺症逸失利益６８３万６９５４円から
それぞれ控除されて調整される。
したがって，労災保険給付との調整後の原告の損害額は，①の治療費が５万０６１
５円（１２万７９６５円－７万７３５０円），②の文書料が９３７６円，③の休業
損害が４３４１円（２６９万６３７６円－２６９万２０３５円），④の後遺症逸失
利益が２３５万０２２９円（６８３万６９５４円－４４８万６７２５円），⑤の傷
害慰謝料が２１０万円，⑥の後遺障害慰謝料が４５５万円となり，合計額は９０６
万４５６１円（５万０６１５円＋９３７６円＋４３４１円＋２３５万０２２９円＋
２１０万円＋４５５万円）となる。
なお，被告らは，労災保険からの，休業特別支給金，障害特別支給金も損益相殺の
対象とすべきである旨主張する。しかし，これらはいずれも社会保障目的のために
支給されたもので，損害賠償額からの控除の対象とならないと解すべきであり，被
告らの主張は採用することができない。
(4)　本件訴訟の追行状況等に照らせば，弁護士費用相当額として８０万円が本件事
故により原告が被った損害と認めるのが相当である。
(5)　以上によれば，原告の損害合計額は，９８６万４５６１円（９０６万４５６１
円＋８０万円）となる。
６　争点(6)（被告Ｂの不当利得の有無）について
(1)　被告Ｂが，津島労働基準監督署から，休業補償給付として２６９万２０３５
円，休業特別支給金として８９万７３４５円を原告のために代理受領し，そのうち
２８４万５７８０円を原告に引き渡したことは当事者間に争いがない。
(2)　被告Ｂは，平成１１年１２月下旬，入院中の原告に対し，Ｈを介して，更に３



０万円を支払っており，また，労災補償を受ける手続上，原告の住所をＥ工場内の
宿舎にしてあるので，その宿舎の宿泊費用１２万円（月額１万円かける１２か月）
を原告は被告Ｂに支払わなくてはならず，他に，被告Ｂは，本件事故当日，原告の
診療費として，１万３９００円を立替払いし，原告の労災加入のための保険料８万
２１２７円の支払を余儀なくされ，労災申請をしたため，労働基準局との折衝等に
何度も足を運ばなければならず，これらにかかった交通費，本来の業務ができなか
ったことによる多大な休業損害相当の損害を負ったものであるから，７４万３６０
０円の返還義務を負わず，むしろ原告に支払義務がある旨主張する。
そして，証人Ｈは，平成１１年の１１月か１２月ころ，労災からの交付金が出る前
に，笠寺病院に入院していた原告のところに被告Ｂが支出した３０万円を持ってい
って渡し，領収書は後でもらうことにしたが，そのままになってしまった旨証言
し，被告Ｂも，これに沿う供述をし，乙３には，被告Ｂが，平成１１年１２月３１
日付けで原告に対し３０万円を仮払いした旨の記載がある。
しかし，前記認定のとおり，原告は平成１２年２月１７日まで中京病院に入院し，
その後笠寺病院に転院したものであるから，証人Ｈの証言は現金授受の場所につい
て事実と相違するものといわざるを得ない。そして，原告本人は，上記３０万円の
受領を否定する供述をしており，その支払を裏付ける領収書等の客観的証拠も存在
しないことに照らせば，前掲証拠からたやすく上記３０万円の授受の事実を認める
ことはできないというべきである。
また，原告がＥ工場内の宿舎の宿泊費用１２万円を被告Ｂに支払わなくてはならな
いとの点については，前記認定のとおり，原告がＤの倒産に伴い被告Ｂに雇用され
るようになってから本件事故に遭うまでは２か月もないのであり，原告本人によれ
ば，原告は，Ｄに勤務していた当時から本件事故に遭うまでＥ工場にある寮に居住
していたが，本件事故後は，他の従業員が原告が居住していた部屋を使用するよう
になった旨Ｆから聞いたことが，甲８，９によれば，原告がＤに勤務していた当
時，寮費を給料から控除されたことはないことが，証人Ｈによれば，被告会社所有
のＥ工場の寮の家賃について従業員から支払ってもらっていたかどうか分からない
ことが，被告Ｂ本人によれば，被告会社がＤから寮の家賃分の支払を受けたことは
なく，工場の使用料と
して一括で支払ってもらっていたものであり，本件事故後，原告の部屋にだれが住
んでいるかについては余り関知しなかったことが，それぞれ認められる。そうする
と，原告が，Ｄに勤務していたころから，寮費について自ら負担していたものと認
めることはできないのであり，その後，原告が被告Ｂに雇用されるようになってか
ら，被告Ｂに対し，１か月１万円の寮費の支払を約するなど，被告Ｂが主張する宿
泊費用の支払義務を負ったものであり，その未払額が１２か月分の１２万円に達し
たものと認めるに足りる証拠はない。  
さらに，被告Ｂが，本件事故当日，原告の診療費として，１万３９００円を立替払
いしたことについては，甲２の被告Ｂの代理人が原告の代理人あてに出した回答書
にもその旨の記載がなく，これを認めるに足りる証拠はない。
そして，原告の労災手続のために被告Ｂが要した費用や被った損害の点について
は，前記認定のとおり，原告が被告Ｂに雇用されたものと認められる以上，それら
の費用や損害については雇用主である被告Ｂにおいて当然にこれを負担すべきもの
であり，これを原告に請求できると解すべき根拠はない。
(3)　以上によれば，原告は，被告Ｂに対し，被告Ｂが原告のために代理受領した２
６９万２０３５円及び８９万７３４５円から引渡し済みの２８４万５７８０円を控
除した７４万３６００円について不当利得返還請求権を有すると認めることができ
る。
第４　結論
以上によれば，原告の請求は，被告Ｂに対し，１０６０万８１６１円（損害賠償請
求権９８６万４５６１円＋不当利得返還請求権７４万３６００円）及びこれに対す
る内容証明郵便による催告の日の翌日である平成１３年４月５日から支払済みまで
民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があるから，
これを認容し，被告Ｂに対するその余の請求及び被告会社に対する請求はいずれも
理由がないからこれを棄却することとし，主文のとおり判決する。
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裁判官      橋本昌純




